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具体的輸出の取組4

ー 輸出拡大チームを活用頂いた事例から ー

P.605 各種相談窓口一覧

輸出拡大チームが発足して１年。

輸出意欲ある800を超える事業者と面会し、約20の成約案件を創出する中で、農林水産物・食
品の輸出に取り組む上で必要な心構えやノウハウがチーム員にも少しづつ見えてきました。

そして、わが国の農林水産業を取り巻く現状を踏まえ輸出の取組にチャレンジしたいという事業者が
ますます増えてきています。
このため、輸出意欲事業者や事業者をサポートする立場の方が最初に取り組む際のハードルを引き
下げ、概括的基本知識を素早く習得できる環境を整えることが喫緊の課題となっています。

そこで、今回、輸出拡大チームがこれまで蓄積してきた情報や現実的なノウハウをとりまとめ、輸出に
取組もうとする者がまず知っておいた方が良い心構えや最低限の知識等を気軽に確認したり、相談の
仕方が分かったりするようなガイドブックとして編成いたしました。

是非、手にとって頂き、輸出意欲を高めたり、自分の輸出取組の進捗度や課題を再確認したりしな
がら、輸出拡大の取組に参画頂ければ幸いです。

なお、輸出は相手のある取り組みであり、常に最新の情報に基づいて対応する必要があります。また、
ガイドブックに加えて輸出拡大チームが全体説明をすることで、理解が深まる部分もあろうかと思います。
こうしたことから、必要でしたら、拡大チーム事務局が研修や御説明に参りますので巻末の問合せ先ま
でご一報ください。

輸出拡大チーム事務局

はじめに
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P.56

P.58



輸出拡大・進捗度チェックシート

輸出 意欲 事業者

輸出をめぐる状況 過去の成功・失敗事例

マーケティングSTEP１

1 輸出先国の事情把握

2 自社の状況把握

（１）通関条件等の輸入規制について

① 放射性物質規制
② 動植物検疫
③ 規格・認証等
④ 残留農薬規制

（２）食文化や生活環境に基づくニーズ

（１）現在の輸出対応力について

（２）潜在的な輸出対応力について

① 過去取組の振り返り
② 外国語対応人材の有無
③ 輸出余力の有無
④ 海外ビジネスに特有のリスクの

見極め

輸出プラン策定

相
手
に
合
わ
せ
る

商流構築手法の選択STEP２

貿
易
実
務

対
応
の
可
否

出
会
い
の
場

直接輸出 間接輸出
貿易実務を伴う。
基礎知識が必要。

貿易実務を伴わない。
輸出商社任せでOK！

商流構築手法の決定

貿易実務STEP３

輸出実践者

適
切
な
サ
ポ
ー
ト
を
得
る

自らを
鍛える

見本市 越境EC
海外 国内 海外決済 国内決済

直
接

間
接△ △

○ ○ ○

× ○

×

輸出拡大チーム

国・地域 地域商社

◎

◎△

×
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＜直接輸出＞

＜間接輸出＞
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１ 農林水産物・食品の輸出をめぐる状況

（１）農林水産物・食品の輸出額の推移

（２）輸出の伸び率が大きい品目

○我が国の農林水産物・食品の輸出は、平成25年から５年連続で増加し、平成29年輸出実績は8,071億円。
○平成30年1-5月の輸出実績は、3,533億円で対前年同期比14.6%の増加。
○平成31年の農林水産物・食品の輸出額１兆円目標に向けて取組を進めている。

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
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（３）平成29年農林水産物・食品の輸出額の国・地域別内訳

（４）平成29年農林水産物・食品の輸出額の品目別内訳

総額

8,071億円
アジア

5,901億円
(73.1%)

ヨーロッパ

523億円
(6.5%)

北米

1,226億円
(15.2%)

米国

1,115億円
(13.8%)

ＥＵ

452億円
(5.6%)

香港

1,877億円
(23.3%)

中国

1,007億円
(12.5%)

タイ

391億円
(4.8%)

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

261億円
(3.2%)

ﾍﾞﾄﾅﾑ

395億円
(4.9%)

台湾

838億円
(10.4%)

韓国

597億円
(7.4%)

南米

30億円

(0.4%)

大洋州

200億円

(2.5%)

アフリカ

191億円

(2.4%)

○農林水産物・食品の輸出額を輸出先国・地域別でみると、アジアが73%、北米が15％を占める。
○国・地域別順位は、１位香港、２位米国、３位中国、４位台湾、５位韓国。

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

総額

8,071億円

加工食品

2,636億円
(32.7%)

農産物

4,966億円
(61.5%)

畜産品

626億円
(7.8%)穀物等

368億円
(4.6%)

野菜・果実等

366億円
(4.5%)

その他

971億円
(12.0%)

林産物

355億円
(4.4%)

水産物

(調製品除く)
2,051億円

(25.4%)

水産物

2,749億円
(34.1.%)

水産調製品

698億円
(8.7%)

○農林水産物・食品の輸出額を品目別でみると、水産物が34%、加工食品が33%を占める。

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
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（５）平成29年 輸出額上位15品目 （→輸出額全体の４割超）

（６）１兆円目標の品目別内訳と輸出の状況



6

（７）-① 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 コメ・コメ加工品

（７）-② 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 青果物

（７）-③ 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 花き

（７）重点品目の輸出額の推移
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（７）-⑥ 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 加工食品

（７）-⑦ 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 林産物

（７）-⑧ 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 水産物

（７）-④ 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 緑茶

（７）-⑤ 品目ごとの目標の進捗と今後の課題 畜産物
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輸出拡大チームが訪問した輸出意欲事業者アンケート概要

25%

22%

16%

11%

7%

6%

6%
4%

2% 1% 加工食品

飲料

青果

調味料

畜産

水産

菓子

米

茶

林産

⃝ 昨年１月にスタートした輸出拡大チームの都道府県担当が、この１年間に出張等でアクセス
した輸出意欲ある事業者に対し、今後の取組の参考にするためアンケートを実施しました。

⃝ 輸出拡大チームの取組のみならず、新たな商流を獲得できた事業者に対しては、「どのような課
題をどのように対応してクリアできたか」を、獲得できなかった事業者に対しては「どのような課題
についてクリアできなかったか」を聴きました。

⃝ 2017年12月における訪問事業者約600社中、全国各地の150社弱（1/4）から回答
（複数回答あり）が得られ、うち半数近くが加工食品と飲料のカテゴリーであり、次いで青果
物でした。

⃝ アンケートを踏まえると、新規商流獲得のための課題は、「相手に合わせる」、「適切なサポート
を得る」、「自らを鍛える」の３点（以下、「商流獲得のための３つのカギ」と呼称）に大別でき
ます。

⃝ 新商流獲得事業者は、自らの商品が輸出先に受け入れられた上で、適切なサポートを得たこ
とで輸出ができたと捉える傾向があることが分かりました。一方、新商流非獲得事業者は、「相
手に合わせる＝マーケットインの取組」がうまくできなかったという認識が強く、また、公的支援を
強く求めている点にも特徴があります。

②回答があった都道府県

➀アンケートを実施した事業者の取扱商品カテゴリー

２



相手に合わせる

自らを鍛える

適切なサポートを得る

24

10

5

5
3

324

1

18

15

5

商品開発

ニーズ把握

プライシング

言語対応

規制対応

施設整備、認証取得

営業力

受賞

展示会

商社、ディストリビューター

支援、補助

新商流が獲得できた理由のカテゴリー

単位：社数
※複数回答あり
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アンケート結果分析①
新たな商流を獲得できた事業者に聴いた課題対応について【概要】

⃝ アンケート結果（総数：108）からは、「商流獲得のための３つのカギ」のいずれもが同じよ
うに重要であることが分かりました。

⃝ 「相手に合わせる」という面では、取引先のニーズに合わせた商品開発が効果的であることが分
かりました。ニーズに合わせた成分や商品形態での生産、受け入れられやすいパッケージへの
変更がカギであることが示唆されています。また、その背景には徹底したニーズ把握にも取り組
んでいることが分かりました。

⃝ また、「自らを鍛える」という面では、商品説明＝営業力で、取引先に受け入れてもらったとい
う「自信」を持っている事業者が多いことも分かりました。

⃝ さらに、輸出エキスポや香港フードエキスポ等の公的機関がサポートした展示会への参加や、
展示会・商談会等での商社等のサポートが、新商流発掘に繋がったという意見も多くありまし
た。自らが直接取引先に繋がるのではなく、「餅は餅屋」というスタイルで、任せるところは任せる
方が新商流獲得に繋がりやすいということの示唆になっていると考えています。

施設整備、認証取得



【規制対応】

・ベトナムへの梨輸出が解禁となったため。（青果）
・マレーシアへの日本産和牛の輸出が解禁となったため。(畜
産)

【受賞】
・国際的な日本酒品評会でチャンピオンとなったため。（日本
酒）

【施設・認証取得】

・取引先が希望する商品形態の製造機器を即座に導入しリク
エストに応えた。（畜産）

・輸出認定工場とし衛生環境・技術に取組がなされた。地域で
唯一の対米輸出認証施設のため、輸出増に繋がった。（畜産）

・ハラル認証を得たことで、その特殊性による競争相手の少な
さ。（畜産）

【言語対応】

・英語での営業ツールの作成。（加工食品）

・外国人スタッフの採用により海外バイヤーと直接商談可。（菓
子）
・英語、中国語の資料やポスターを準備。（加工食品）
・多言語対応できるスタッフの細かいやり取り。（日本酒）

【支援・補助】

・県の補助事業で常陸牛輸出促進員を設置（県補助が無くな
れば輸出は困難）。（畜産）
・千葉県支援事業で参加したイベントで販路開拓。（青果）
・JETRO、県、商工会議所からのアドバイスと対応。(水産加工
食品)

【プライシング】

・輸出企業との連携による企画提案と価格マッチング。（青果
畜産等）
・豆腐の付加価値（グルテンフリー・ミートフリー・Non-GMO）に、
理解を得た上でプライシング。（加工食品）

【営業力】

・Made in Japanの安心安全とオーダーメイド餃子による他社と
の差別化を行い営業(加工食品)
・米について特別栽培である点や、日本酒について品評会入
選している点など、台湾既存流通品との差別化ポイントを追求。
（米、日本酒）

・北海道小麦で作った冷凍うどんをアピールして差別化。（加工
食品）

【ニーズ把握】

・冷凍そばがブラジル市場に無いことを把握して試食販売し輸
出実現。（加工食品）

・ベビー用商品会社なので、出生率の高いベトナム、タイ、中国
に進出。（加工食品）

・世界的な健康ブームの高まりを踏まえ、こんにゃくゼリーを海
外市場に投入。（菓子）

・市田柿、シャインマスカットなどの需要があることを事前に確
認。（青果）

・生菓子が海外に無く、珍しさから話題性があることを事前に把
握。(菓子)
・自ら事前の市場視察を実施し、ニーズの把握、競合先、候補
代理店の実態を把握した。（日本酒）

・鮎のサイズ別出荷のニーズがあることを把握し、全サイズの
加工を安定生産する自社の利点を活かせる為に進出。（水産
加工食品）

【商社 ディストリビューター】

・輸入者と共に販売戦略を練って対応。（調味料）

・ディストリビューター等に常に自社の存在をアピールし、用事
がなくても密に連絡を取り、先方が必要としている情報をキャッ
チ。（水産）
・現地インポーターと連携し、展示会に出展。（加工食品）
・現地の輸入業者との同行営業を各商談会で行った。(加工食
品)

【展示会】

・展示会、商談会（日本の食品輸出EXPO、FOODEX、香港FOOD 
EXPO、アジアフルーツロジスティカ香港など）に参加。（加工食
品、冷凍菓子、調味料、日本酒、果物加工食品、青果）

【商品開発】

・展示会に出展し、相手の要望する仕様に応えることで輸出に
繋がった。
（調味料）
・輸出に対応できるような商品開発に取り組んだ。（菓子）
・中国現地ラベルの添付により取扱開始。（清涼飲料水）

・一部商品の賞味期限を延長して北米ミツワマーケットに導入
できるようになった。（加工食品）
・中国小売の要望でパッケージを中国語仕様に。（菓子）
・即席で食べられる商品の提案を受けて開発。(加工食品)

相
手
に
合
わ
せ
る

自
ら
を
鍛
え
る

適
切
な
サ
ポ
ー
ト
を
得
る
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アンケート結果分析①
新たな商流を獲得できた事業者に聴いた課題対応について【詳細】
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ニーズ把握

プライシング

言語対応

規制対応

施設整備、認証取得

基礎知識取得
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施設整備、認証取得

基礎知識取得
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アンケート結果分析②
新たな商流を獲得できなかった事業者に聴いた課題克服が困難だった点について【概要】

単位：社数
※複数回答あり

新商流の獲得ができなかった理由のカテゴリー

⃝ アンケート結果（総数：176）からは、新規商流を獲得できなかった事業者の方が、獲得でき
た者より多いことが分かりました。

⃝ 獲得できなかった事業者は、「商流獲得のための３つのカギ」のうち「相手に合わせる」点ができ
なかったと圧倒的に多くの事業者が回答しています。中でも、相手に合わせた商品開発や値決
めができなかったという回答が多く、続いて、当該国の規制対応や施設整備、求められる認証
取得ができなかったという回答が多くありました。また、小規模な事業者を中心に言語対応につ
いても困難だったといった回答が一定程度ありました。

⃝ 続いて「適切なサポートを得る」ことができなかったという回答が多くありましたが、新商流獲得事
業者に比べると、プロモーションに対する助成など公的支援に期待する向きの回答が多くあった
点に特徴があります。

⃝ 「自らを鍛える」という点ができていなかったという回答はあまりありませんでしたが、保険を含めた
各種輸出手続きに関する知識不足のほか、回転の速い海外取引先との対応についていけない
等の回答がありました。

⃝ なお、上記で挙げられた点については、昨年実施した輸出エキスポにおいて海外バイヤーから
「準備不足の事業者が多い」と指摘されたことに通じている部分があると言えます。



【プライシング】

・商品に関税等を加えた結果、価格が思った以上に高価となったた
め消極的になった。（調味料）

・価格が合わない場合が多い。特に国内の物流費が上がった分さ
らに条件が合わなくなった。（加工食品）
・価格設定の仕方が分からなかった。（米）

・原料の大減産、価格高騰で魅力ある価格提示が困難。（水産加
工品）

【規制対応】

・米国への輸出を検討し始めたが、米国の関連法規等の理解が難
しかった。（加工食品）

・商品原材料内の畜肉エキス等に輸出先で規制が存在したため、
代替原料による試作などを行った結果昨年は、製造・出荷が出来
なかった。（加工食品）
・千葉県産農産物は、規制により、中国(香港、台湾を含む)への輸
出が再開できない。（青果）

【商品開発】

・海外向けだと賞味期限が1年は欲しいとのことだが、現状では賞
味期限を延ばすことが難しい。（加工食品）

・求められた賞味期限の対応が困難。パッケージについてもおしゃ
れでないとの評価あり。求められる味の生産には研究が必要。（飲
料）
・わかりやすいパッケージが必要。（水産）

・現地の味覚が日本と異なっており、その相違の調整が困難だった
（加工食品）

・一般家庭用スパイスシーズニングの単独販売は困難。百貨店の
各売場に適した商品開発・提案が必要。（調味料）

【言語対応】

・言葉の問題で十分に相互理解が得られない（加工食品）

【施設整備、認証取得】

・FSSC22000 などの認証取得を取引の前提条件としている会社が
多くなっており、その対応に苦労している。(加工食品)
・アメリカのFSMAへの対応・FSSC22000の取得(調味料)

【支援、補助】

・海外での商談や商談会等に参加する経費の不足。（日
本酒）

・渡航費や営業フォロー費用など経費的負担が大きいの
で、商談成立してもフォロー等に限界があり、数量的にも
大きな伸びが期待できず、地道に取り組んでいくしかない
のが現状。（日本酒）

・費用が莫大のため、補助金の情報提供を希望。（加工食
品）

【基礎知識取得】

・知識不足と良いパートナーに巡り会えなかった。（調味
料）

・輸出時の事故に関わる保険に関する知識が不十分で
あったこと。（海外PL保険・リコールは加入しているものの、

その他の単純な事故に対しての保険に対し知識が不足し
ている）（調味料）

【商社、ディストリビューター】

・輸出業者と繋がりたいが、その情報が乏しい。（農産物）

・海外バイヤー（商社含む）の情報や地域別の動向などの
情報を把握したい。（日本酒、梅酒）

【ニーズ把握】

・日本産粉末茶のニーズのある国が不明。（飲料）

相
手
に
合
わ
せ
る

自
ら
を
鍛
え
る

適
切
な
サ
ポ
ー
ト
を
得
る

【営業力】

・社内リソースの不足により、販路開拓や既存代理店のサ
ポートが不十分であった。（アルコール）

・説明不足で、ディストリビューターや輸入者に提案や対応
可能な内容がダイレクトに伝わりづらい。（水産）

12

アンケート結果分析②
新たな商流を獲得できなかった事業者に聴いた課題克服が困難だった点について
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１ 輸出先国の事情把握

輸出成功のためのカギ

・ 輸出に取り組むこととしたら、まず、海外マーケットの事情をよく確認しましょう。海外マーケットは国内マーケットと
は異なり、簡単にアクセスできません。たとえば、どんなに国内で人気のある商品であっても、そもそも品目自体が輸
出ができない海外マーケットも存在します。国や品目によって違いはありますが、輸出する上で何らかの障壁がある
場合が相当程度あり、これを知っているかどうかで、時間と経費の無駄を省くことが出来ます。
・ 海外マーケット事情を確認する際の主要なポイントとしては、①自社商品が通関を通る条件を見極めることと、
②相手国の消費者の嗜好を見極めること、の２点です。
・ 自社商品が輸出可能で、かつ、販売が有望と思われる国を見つけたら、次に、自社商品の特徴（輸出先国
マーケットの事情を踏まえた強みと弱み）を、徹底的に洗い出すことが肝心です。
・ 国内市場向けに作った商品は、輸出先国マーケットからすると、味、見た目、賞味期限、量、製造方法など、
様々な点で受け入れ難いものとなっている場合があります。このミスマッチが調整可能なのか否かで、輸出の可否
が決まってきます。

ステップ１ マーケティング

（１）通関条件等の輸入規制について

〇 輸出先国のマーケット事情は、その一部を政府間交渉により変更することができる場合もありますが、短期的
には、ほぼ所与の条件といえます。したがって、輸出意欲事業者の立場からすると、まず、よく知っていることが大
変重要になります。

〇 特に、通関条件等の輸入規制については、条件を満たさない貨物は、廃棄処分又はシップバックを義務付け
られるため、知らないことは大きなリスクとなります。

〇 ここでは、①通関条件等の輸入規制と、②食文化や生活環境に基づくニーズの２つに分けて、輸出先国の
マーケット事情について分析していきます。

・ 輸入規制は、多くの場合、当該国の農林水産業等の既存産業を保護したり、自国民の安全や公衆の衛
生を守るため、一定の基準の下、ＷＴＯに認められた権利として設けられています。
・ このため、輸出に当たっては、相手国の規制に則った物を輸出することが基本です。
・ 一方、規制の中には、科学的根拠が薄いものなどもあり、国としても規制緩和に向けた働きかけを行うなど、
輸出環境の整備に努めています。

・ ここでは、①放射性物質規制、②動植物検疫、③規格・認証等、④残留農薬規制の４点についてみてい
きます。具体的に、輸出先国上位において各規制がどのように扱われているかにも触れていきますので、自社
商品に照らして考えてみましょう。

3

〇 「敵を知り、己を知れば、百戦危うからず」ということわざ通り、輸出においても、輸出先国の
マーケット事情と自社商品の特徴を把握・確認し、戦略を立てること（すなわちマーケティン
グ）が何より重要です！
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①

〔 〕

②

〔 〕

③

〔 〕

④

〔 〕

輸

入

規

制

東日本大震災の際の原発事故に伴い諸外国・地域で
講じられた日本産食品等に対する輸入規制

輸出先国が定める、他国からの病気、病虫害の侵入を
防ぐ制度

今後、拡大・加速が予想される海外で取り扱う商品となる
ための規格認証

食品中に残留する農薬などが、健康に害を及ぼすことのな
いよう、輸出先国毎に定められている規制

放射性物質規制

動植物検疫

規格・認証等

残留農薬規制

①放射性物質規制
■ 「放射性物質規制」とは、東日本大震災の際の原発事故に伴い諸外国・地域で講じられた日本産

食品に対する輸入規制のことを言います。
■ 政府一体となった働きかけの結果、現時点で一定の地域からの輸入を停止している国は６ヵ国・地

域となっています。
■ 現在、香港、台湾、中国及び韓国等に対し、重点的に規制撤廃を申し入れていますが、現時点で

は、これらの国に輸出できない都県や品目があります。したがって、まずは、これらをしっかりチェックし、自
社商品がそもそも輸出可能なのか、否かを確認しましょう。
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・ 我が国の輸出先国・地域においては、原発事故に伴い、福島県他の一定地域からの日本産農林水産
物・食品の輸入規制を継続。
・ 引き続き、政府一丸となって撤廃・緩和に向けた取組を実施中。

WTO紛争解決「韓国による日本産水産物等の輸入規制」パネル報告書の公表
2018年2月22日（ジュネーブ時間）、世界貿易機関（WTO）紛争解決手続において、我が国が韓国に対し
て申立てを行っていた紛争案件「韓国による日本産水産物等の輸入規制措置」に関して、我が国の主張を認め、韓
国の措置がWTO協定に非整合的であるとし、措置の是正を求めるパネル報告書が公表されました。
同年４月９日韓国は、パネルの判断を不服として上級委員会への申立てを行いましたが、我が国の主張が上級委
員で認められるよう適切に対処していくとともに、WTO協定に整合的でないと認定された措置を韓国が誠実かつ速や
かに是正されることを求めています。
（参考）
2013年9月に強化した輸入規制（ア）8県産水産物（青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、群馬、千葉）
全面輸入禁止及び（イ）追加的な放射性核種検査要求の対象を水産物を含む全ての日本産食品に拡大。

コラム

＜原発事故に伴い輸入停止措置を講じている国・地域＞

輸出先
国・地域

輸出額・
順位 輸入停止措置対象県 輸入停止品目

香港 1,877億円
１位 福島 野菜、果物、牛乳、乳飲料、粉乳

中国 1,007億円
３位

宮城、福島、茨城、栃木、群馬、埼玉、
千葉、東京、新潟、長野 全ての食品、飼料

台湾 838億円
４位 福島、茨城、栃木、群馬、千葉 全ての食品（酒類を除く）

韓国
（ＷＴＯに
おいて係争
中）

597億円
５位

日本国内で出荷制限措置がとられた県 日本国内で出荷制限措置がとられた品目

青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、
群馬、千葉 水産物

シンガポール 261億円
８位

福島 林産物、水産物

福島原発周辺の10市町村 全ての食品及び農産物

マカオ 38億円
23位

福島 野菜、果物、乳製品、食肉・食肉加工品、卵、
水産物・水産加工品

宮城、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、
東京、新潟、長野 野菜、果物、乳製品

注：１ 輸出額及び順位は、平成29年確定値による。（出典：財務省「貿易統計」）
２ 上記６か国・地域のほか、米国、フィリピンの２か国は、日本国内において出荷制限措置がとられている品目を輸入停止している。
３ 中国については、「10都県以外」の「野菜、果実、乳、茶葉等（これらの加工品を含む）」については、放射性物質検査証明書の

添付が求められているが、放射性物質の検査項目が合意されていないため、実質上輸入が認められていない状況。

平成30年7月24日時点
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1位 香港

2位 米国

・ 輸入停止措置のみならず、検査証明書の添付やサンプル検査などについても記載しています。
・ これら主要輸出先国に、自社の製品を輸出することができるかどうか、条件は何か、この表で確認してみましょ
う。

＜日本からの輸出先上位5か国の放射性物質規制のリスト＞

※日本の出荷制限に変更があった場合、この表も改正されますので、最新の情報は以下でご確認下さい。
米国食品医薬品局（ＦＤＡ）輸入アラート99-33（英語）
http://www.accessdata.fda.gov/cms_ia/importalert_621.html
米国による日本産食品の輸入規制について（日本語）
http://www.maff.go.jp/j/export/e_shoumei/usa_shoumei.html

平成30年7月24日時点

平成30年7月11日時点

対象県 品 目 規 制 内 容

香港 福島 野菜、果物、牛乳、乳飲料、粉乳 輸入停止
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4位 台湾

地域 品目 規制内容

５県
（福島、茨城、栃木、

群馬、千葉）

全ての食品
（酒類を除く）

輸入停止

42都道府県
（上記５県以外）

全ての食品
（酒類を除く）

産地証明書
①政府（地方公共団体を含む）

（植物検疫証明書、自由販売証明書、衛生

証明書等も可）

②政府が授権した機関（商工会議所等）
③業者等が公的機関に確認を受ける

野菜・果実、水産物、海藻類、
乳製品、飲料水、乳幼児用食品

台湾にて全ロット検査

加工食品 台湾にてサンプル検査

岩手、宮城、東京、
愛媛

水産物
産地証明書に加え、
検査機関が発行する放射性物質検査報

告書
①中央主管機関が公表
②その他日本の政府の認証
③国際認証機関の認証

宮城、埼玉、東京
乳幼児用食品、乳製品、キャンディー、

ビスケット、穀類調整品等

東京、静岡、愛知、
大阪

茶類産品

対象県 品目 規制内容 備考

中国

宮城、福島、茨城、栃木､群馬､埼玉
､千葉、東京、新潟、長野（１０都
県）

全ての食品、飼料 輸入停止

・日本産食品の海外輸出業者又は
代理業者は、登録が必要
・日本産食品の中国輸入業者に対
し、輸入及び販売記録制度の導入
（※）の放射性物質検査証明書に
ついては検査項目が日本政府と中
国政府との間で合意されていない
ため、放射性物質検査証明書を発
行することができません。

１０都県以外

野菜及びその製品、
乳及び乳製品、茶
葉及びその製品、
果物及びその製品、
薬用植物産品
（※）

政府作成の放射
性物質検査証明
書及び産地証明
書を要求

水産物

その他の食品・飼
料

政府作成の産地
証明書を要求

3位 中国

平成30年7月11日時点

平成30年7月11日時点
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放射性物質規制について、政府はあらゆる場面を捉えて規制の撤廃・緩和に向けて交渉中
輸出に取り組むに際しては、必ず以下の農林水産省HP（東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う各
国・地域の輸入規制強化への対応 「諸外国・地域の規制措置等（4．諸外国・地域の規制措置）」）より
最新の情報をご確認ください。

http://www.maff.go.jp/j/export/e_info/hukushima_kakukokukensa.html

輸出先国の規制がクリアできているかどうか確認してみましょう。

コラム

Memo

5位 韓国

平成30年7月11日時点

http://www.maff.go.jp/j/export/e_info/hukushima_kakukokukensa.html
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②動植物検疫
 動植物検疫とは、農林水産業に重大なダメージを与える口蹄疫、鳥インフルエンザなどの家畜疾病や、輸出

先国には存在しない植物病害虫の侵入を防ぐための措置です。
 日本から輸出する場合、①輸出先国に対して解禁要請を行い、②輸出先国によるリスク評価の後、③輸出

先国が懸念する疾病・病害虫の不存在を担保する措置（検疫条件）の協議を経て、解禁されることとなり
ます。

 そのため、自社商品が、食肉、青果物等である場合は、最初の段階で、輸出先国で解禁されているかどうか
確認しましょう。

 また、具体的な動植物検疫の手続きとしては、（１）日本において、我が国に発生する動物の伝染性疾病
及び植物の病害虫を輸出先国に広げることがないよう、輸出先国の求める輸出検疫を動物検疫所もしくは
植物防疫所において実施しています。さらに、（２）輸出先国においても、自国内の農畜産業を守るため、
農畜産物の輸入に際して、検査を実施し、動物の伝染性疾病や植物の病害虫の侵入を防止しています。

 動物の伝染性疾病や植物の病害虫の発生状況は、国や地域によって異なることから、輸出先国の検疫条
件は一様ではなく、国、地域、品目により異なります。

動物検疫

・ 自社の製品を輸出することができるかどうか、条件は何か、以下の表で確認してみましょう。

＜各国各品目ごとの動物検疫、植物検疫に関する規制一覧＞

国 牛肉 豚肉 鶏肉 【凡例】
（輸出できるもの）
☆：二国間条件を満たす必
要
（動物検疫所で検査を受け
る必要がある。）
○：二国間条件はないが、
個別に要求される相手国の
受入条件を満たす必要(動
物検疫所で検査を受ける必
要がある。)
（輸出できないもの又は不
明）
●：解禁に向けて協議中
×：相手国が疾病の発生等
を理由に輸入を認めていな
い
□：「農林水産業の輸出力
強化戦略」における重点対
象国ではなく、協議未実施。

アジア

香 港 ☆ ☆ ☆

韓 国 ● ● ●

台 湾 ☆ ☆ ●

中 国 ● ● ●

インドネシア ☆ □ ●

カンボジア ○ ○ ○

シンガポール ☆ ☆ ●

タ イ ☆ ● ×

パキスタン □ □ ●

バングラデシュ ○ □ ●
※1: 平成23年３月に発生し
た東京電力福島第一原子
力発電所事故を受けて、諸
外国・地域は、従来の検疫
に加え、日本からの食品に
対して輸入規制を強化。
※2: ドバイ首長国に限る。

フィリピン ☆ ● ●

ブルネイ ● □ □

ベトナム ☆ ☆ ☆

マカオ ☆ ☆ ●

マレーシア ☆ × ●

ミャンマー ☆ □ □

モンゴル ○ ○ ●

ラオス ○ □ □

平成30年７月17日現在
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中東

アラブ首長国連邦 ☆ ○※２ ●

イスラエル ● □ □

オマーン ○ □ □

カタール ☆ □ □

クウェート ● □ □

サウジアラビア ● × ×

トルコ ● × ×

バーレーン ☆ □ □

レバノン ● □ □

欧州

EU ☆ ● ●

スイス ☆ × ×

ノルウェー ☆ × ×

リヒテンシュタイン ☆ × ×

ロシア ☆ × ●

ベラルーシ ☆ × ×

北米
・

中南米

カナダ ☆ × ×

米 国 ☆ ● ●

メキシコ ☆ ● □

ブラジル ☆ □ □

ペルー ● □ □

チリ ● □ □

アルゼンチン ☆ □ □

ウルグアイ ● □ □

大洋州

オーストラリア ☆ × □

ニュージーランド ☆ × □

アフリカ

南アフリカ ● □ □

エチオピア × × ×
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※最新の規制情報は、下記HPまたは、P58の相談窓口一覧より確認してください。
動物検疫所: http://www.maff.go.jp/aqs/hou/require/export_meat_list.html
植物検疫所: http://www.maff.go.jp/pps/j/search/detail.html

植物検疫

http://www.maff.go.jp/aqs/hou/require/export_meat_list.html
http://www.maff.go.jp/pps/j/search/detail.html
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③規格・認証等
 輸出に取り組む上では、海外の取引先から食品安全等に関する持続可能性が求められたり、輸出先国・
地域から法律等に基づき製品の製造工程管理に基づく衛生管理が求められたりすることがあります。

 前者では、「GROBAL GAP」が、後者では「HACCP」があり、これらの規格・認証を取得していないと、取
引先や輸出先国・地域によっては、認証を求められる場合があるという点において、輸出の制約要因と考え
ることも出来ます。

 こちらでは、これらの規格・認証の概要とともに、どういった取引先や輸出先国において、輸出制約になってし
まう可能性があるのか、見ていきましょう。

GLOBAL-GAP

GAP(Good Agricultural Practice : 農業生産工程管理)とは、農業において、食品安全、環境保全、労働

安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理です。これを我が国の多くの農業者や産地が取り入れることに
より、結果として持続可能性の確保、競争力の強化、品質の向上、農業経営の改善や効率化に資するとともに、消
費者や実需者の信頼の確保が期待されます。
GLOBAL G.A.P. 認証とは、GAPを証明する国際基準を指します。世界120か国以上に普及され、事実上の国
際基準となっています。GLOBAL G.A.P.認証は、食品安全、労働環境、環境保全に配慮した「持続的な生産活
動」を実践する優良企業に与えられる世界共通ブランドで、取引先の信頼性向上、企業価値の向上に貢献します。
GLOBAL G.A.P. を取得するメリットの一つに販路拡大があります。世界では様々な小売企業がGLOBAL G.A.P. 
をグローバルな調達基準として採用しています。その数48社にのぼります（2018年4月12日現在）。特に、欧州で
は6－7割の市場占有率を誇ると言われており、ほとんどのスーパーマーケットが GLOBAL G.A.P. を調達基準として
います。中でも世界最大の売上げを誇る、米国に本拠地を置くWalmart、欧州で8,000店舗のLIDLなど、欧米で
のインパクトはかなり大きくなっており、日本のイオンを筆頭に、G-GAPの取り扱い店舗は海外だけに留まらなくなってい
ます。

＜ G-GAPを調達基準にしている小売企業48社 2018年4月12日現在＞



HACCP (Hazard Analysis and Critical Control Point) とは、食品事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等
の危害要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から製品の出荷に至る全行程の中で、それらの危害要因を除去
又は低減させるために特に重要な行程を管理し、製品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法です。

EU、米国をはじめ、HACCPを衛生基準として求める国際的動向がある中で、輸出促進のためには、輸出先国が求める
HACCPを含む衛生基準・施設基準に対応できるよう、輸出環境の整備が課題となっています。
EUでは、生産から輸出までのフードチェーン全体で管理を行うことを要求しており、対EU・HACCP認定加工施設では、EU
向けに輸出される製品を製造する場合には、登録された漁船、養殖場及び市場の水産物しか取り扱えません。 漁船（冷
凍船、生産漁船）や養殖場等の登録、厚生労働省による水産加工施設の認定の手続については、以下のURLからご確
認ください。http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/sonotanohaccp.html

HACCP

※厚生労働省より出典
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http://www.jfa.maff.go.jp/j/kakou/sonotanohaccp.html
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ハラール認証

ハラール認証とは

ハラール認証とは、対象となる商品・サービスがイスラーム法に則って生産・提供されたものであることをハラール認証
機関が監査し、一定の基準を満たしていると認めることです。特に、ムスリム以外の消費者も多い国では、どの食品が
ハラールであるかを否かを消費者個人が判断することは難しいため、認証機関が認証し、食品に認証マークを付けて
流通することで、ムスリムがハラールと認められた食品を判断できるようになっています。
ハラール認証は、対象食品の「製造ライン(原料調達含む)」単位で認められるのが基本的な考え方であり、加工食
品に関しては、認証された「製造ライン」からハラールと認められない食品が発生することはないことが原則です。そのよう
な状況が発生する可能性がある場合は、そもそも「製造ライン」がハラール認証されないことが原則です。
ただし、食肉に関しては、と畜場がハラール認証されたとしても、スタニングによって頭蓋骨が陥没してしまう場合等、
ハラール※として認められない食肉が発生する可能性はあります。
※ハラールとは、イスラーム法によって「許されたもの」を意味します。一方、「禁止されるものまたは行為」はハラームと
言われます。神が創造したものは基本的にハラールであり、例外的に禁止されているものがあると考えられています。例
えば、野菜、果物、魚類、水は原則としてハラールであると考えられていますが、有毒なものなどは除きます。
しかし、豚関連などハラームの要素が含まれていないかは常に注意を払っておく必要があります。

ムスリムとは
ムスリムとは、世界三大宗教のひとつイスラ－ム（本書では「イスラーム」で統一する）の信者を指し、世界に16億
人以上の信者がいるとされています。特に、アジアや北アフリカに多くのムスリムが住んでいます。イスラームを信仰する
人々はムスリムと呼ばれます。ムスリムの生活は、主にクルアーン（コーラン）により規定され、アッラーの教えを実践す
ることは、クルアーンの規定に従い生きることであるとされています。
※ムスリムの消費者をターゲットとした食品は、ハラールであることが前提ですが、一般的に認証取得が必須となる食
品と、そうでない食品があることに注意が必要です。
※例えば、野菜、果物、魚類は、加工していない素材のままの状態であれば、ハラール認証を受けハラールマークをつ
けることは少ないです。
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「コーシャ（コーシャー、コシェル、カシェル、カシュルート等と日本語表記することもある）フードとは、イスラム教徒の
ハラールフードのように、ユダヤ教徒が食べてもよいとされる「清浄な食品」のことです。ユダヤ教の聖典には食べてもよ
い食品、食べてはいけない食品が記されており、敬虔なユダヤ教徒は、5,000年前の昔からその規律を厳格に守っ
て生活しています。
ユダヤ教徒の人口は、全世界で1400万人ほどとイスラム教徒に比べてはるかに少ないのですが、10億人以上を
擁する欧米を中心にした市場では、ユダヤ教のラビ（聖職者）による厳正な審査に合格した「コーシャ認証」マーク
が、宗教に関係なく日本でいう「JASマーク」のような、商品の品質のお墨付き的な存在になっています。
これは、コーシャがオーガニックなどと同様に、高品質で安心でき、地球環境に配慮するなど倫理的な食品「エシカ
ルフード Ethical Food」のひとつとして注目され、欧米を中心にした「意識の高い」消費者が食品を選ぶ目安にして
いるためです。
ユダヤ教の長い伝統が育んだ良質な食材と、おいしさ、自然を大切にしたナチュラルさが商品のイメージアップとなり、
「コーシャ認証」マークがついていると売り上げが倍増するともいわれています。そのため、多くの世界的な食品会社が
こぞって自社商品のコーシャ認証を取得し、商品にマークを付けています。
※出典 コーシャジャパン株式会社 https://kosherjapan.co.jp/whatiskosher/

コーシャ認証

岩手県の南部美人は、日本酒について
コーシャ認証を取得し、アメリカ向けの輸出
の拡大を図っています。

（参考）コーシャ認証を活用した輸出事例



26

米国では2011年1月4日、食品安全強化法（Food Safety Modernization Act、以下FSMA）が制定さ
れ、具体的内容を定めた詳細規則が順次公表されてきました。FSMAは、米国内に流通する輸入食品にも適用
されるため、米国向けに輸出する日本の食品関連事業者にも対応が迫られています。

FSMAの規則のうち、特に日本の食品関連事業者に影響が大きいとされているのが、危害の未然予防管理を含
む食品安全計画の策定などを定めた規則（第103条規則）です。同規則は、原則（*）2016年9月19日以
降、適用されることになります。そのため、これまで危害の未然予防管理に取り組んでいない事業者は、適用期限ま
でに食品安全計画を策定し、その順守のための態勢を整える必要があります。また、同規則の適用以降は、食品
医薬品局（FDA）による食品関連施設の査察は、同規則の順守状況も確認されることになります。

（*）企業規模により猶予期間あり。原則として最終規則公表から1年後（2016年9月19日以降）で、小規
模企業（従業員500名未満、かつ適用除外の対象外）については2年後（2017年9月18日以降）、零細
企業（年間売上高が100万ドル未満）については3年後（2018年9月17日以降）からとなります。

ＦＳＭＡ（フィズマ）

最新情報についてはジェトロのサイトにてご確認下さい。https://www.jetro.go.jp/world/n_america/us/foods/fsma/
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④残留農薬規制
 我が国におけるコメ、青果物、茶等においては、使用可能な農薬成分の残留基準値が輸出先国・
地域と日本とで異なる場合があります。このため、日本の基準値を満たしていても、輸出先国・地域の
基準値を満たせずに輸出できない場合があります。

 こうした状況を踏まえ、
①輸出先国・地域の基準値も踏まえた防除暦等を使用した生産を促進するとともに、
②輸出先国・地域の残留農薬基準（インポートトレランス）が設定されるよう、輸出先国等当局へ
の申請に必要な各種試験を実施していくこととしています。

 その一環として、コメ、青果物、茶等に関する主要輸出先国・地域ごとの残留農薬基準値と我が国
の残留農薬基準値とを比較できるよう、以下のURLに取りまとめましたので、ご覧下さい。
http://www.maff.go.jp/j/export/e_shoumei/zannou_kisei.html

※ 農林水産省では、茶の他、コメ、りんご、かんきつ（かんきつ類、温州みかん）、なし、かき、ぶどう、
いちご、もも、メロン、かんしょ及びながいもの1３種類の比較表を作成していますので、該当する産品
を輸出したいと考えている場合は、確認してみましょう。

※※ こちらの比較表で確認のできる国は、香港、台湾、韓国、中国、シンガポール、マレーシア、
インドネシア、タイ、ベトナム、米国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、EU、ロシア、UAE、
の、1６の国と地域です。

・ 日本と台湾の残留農薬基準を例にとって見てみましょう。
・ 「アセタミプリド」、は、日本の基準値は30mg/kg。これに対して香港は同基準の30mg/kgですが、台湾の基準値

は２mg/kgとなっており、日本で「アセタミプリド」を基準値まで利用したお茶は台湾での検査をパスしないことが分かり

ます。

＜茶の残留農薬基準値の日本と他国との比較表＞

http://www.maff.go.jp/j/export/e_shoumei/zannou_kisei.html
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・ 輸出にあたっては、海外のニーズを把握し、「何」を「どこの国」の「誰」をターゲットとして売っていくか、
戦略を決めることも大事なステップとなります。現地の食文化・ニーズを知り、それに合わせて商品を作
り変えていく等、マーケットインの発想を持つことも輸出するにあたって重要なポイントになります。

・ 農林水産業の輸出力強化戦略では、国・地域ごとに、現地の消費者の嗜好、日本や他国からの
輸入の状況などを分析し、輸出拡大に向けた課題と具体的な取組を示しております。どこの国にどの
ようなニーズがあるのか、（どういった規制があるのか）ということを、確認できる便利な資料になってい
るので、是非一度御確認ください。

「農林水産業輸出力強化戦略（官邸HP）」
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/nousui/yushutsuryoku.html

・ また、同戦略において、現地のニーズなど輸出に関する情報をJETROに一元的に集約し、
JETROポータルサイトにて情報を提供していますので、こちらも併せて御確認いただくのが良いで
しょう。カテゴリー毎に、「世界の食トレンド」（世界のレストラン、スーパーマーケットのトレンド、活用
されている日本産食材が一目で分かる）、国・地域別の基礎的なマーケティング情報が掲載されて
おります。

「JETROポータルサイト」
https://www.jetro.go.jp/agriportal/

・ なお、次ページ以降では、輸出拡大チーム国・地域別担当が集めた生の声を元に「食文化・ニー
ズ情報」を提供しておりますので、こちらをご覧下さい。

（２）食文化や生活環境に基づくニーズ

輸出成功のためのカギ

ステップ１ マーケティング

3

１ 輸出先国の事情把握

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/nousui/yushutsuryoku.html
https://www.jetro.go.jp/agriportal/
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「輸出拡大チーム」 ✕ 国・地域担当
■ 農林水産省輸出拡大チームでは、２１の国・地域にそれぞれ担当者を配置しています。
■ こちらのコーナーでは、輸出力強化戦略の各国情報に加え、国・地域担当者が、出張や現地ディストリビューター等

との意見交換を通して得られた情報をお伝えします！

香港

台湾

訪日客は年間300万人超であり、日式料理が
人気（ソース等必要品）であるほか、日本で人気の「美
容食や健康食」、「流行食（和牛等肉含）」等には強い
引き合い。また、農水産国だが南方系であり、北方系の
幸に高いニーズ。一方、価格面や輸入規制面、安全性や

流行性等、求められるハードルは非常に高い。

【市場の特性】
・ 平成29年度の台湾向けの農林水産物・食品の輸
出額（速報値）は、838億円。世界第４位の規模
を誇り、人口は約23百万人と少ないが、親日国で
あり高額輸出国の一つである。
・ 一方で、品目によっては、福島、茨城、栃木、群馬、
千葉について、輸入停止となっている。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 味覚として、濃い味付けを好み、日本と比較して料
理の味付けは甘い印象。
・ 「食」に高い安全性を求め、低価格志向をもつ。
・ 日本で流行しているモノに関して高い関心を示す。

【商流・商習慣】
・ 日本産品（本物）の消費は、贈答品が最大であり、
(春節、端午節、中秋節、週年慶等）の祝日に動
きが生じる。
・ 外食業界において、日系企業の進出は見られるもの
の、小売業界においては、日系企業の進出は限定的。
・ 資本関係にある同グループ内での商流完結が主流。

【市場の特性】
・ 平成29年度の香港向けの農林水産物・食品の輸
出額（速報値）は、1853億円と、日本からの輸出
先国第1位。
・ 品目によっては、福島について、輸入停止となってい
る。 関税も無税であるため輸入が容易。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食は米、麺類。一般的に甘い味を好み、酸っぱい
物は苦手。食事の時の飲酒は一般的ではない。
・ 中国からの輸入野菜などへの抵抗感もあるなど、食
の安全へのこだわりも高まっている。

【商流・商習慣】
・ 食品スーパーは、現地資本2グループ(Daily Farm
とA.S. Watson)が全体の7割以上を占め複占状態。
・ 春節、中秋節に食品の贈答用の需要が大きい。
（春節：水産乾物、果物等。中秋節：月餅、果物等）

香港からのLCCが日本各地に就航したこと等
から、香港人口734万人に対し年間約180万人が
訪日し、うち15％は年10回以上来訪。○○県産と
いった産地単位で購買判断をする消費者が拡大。全
体の金融資産100万米ドル（約１億円）以上を持
つ富裕層世帯が10％（21万世帯）あり、富裕層の
更なる深掘りと、アッパーミドル層の掘り起こしがカギ。
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【市場の特性】
・ 日本産品の多くが外食市場で消費。日本食の人気
が高まっており、日本食店（居酒屋含む）は増加。
・ 郷土料理や各地の日本酒への関心も高い。
原発事故の影響から日本産が避けられる傾向にある
が、菓子類などは数量が回復傾向。
・ 8県産の水産物が輸入停止となっている。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 米飯・麺類が主食。唐辛子を用いた料理が多い。
・ 保守的な嗜好で、消費者は昔からの定番商品を選
ぶ傾向。一般的ではない商品は十分なプロモーション
が必要。

【商流・商習慣】
・ 流通マージンが高い傾向。（日本酒の場合、卸売業
者のマージンが販売価格の20％程度、百貨店のマージン
が25%～35%）

韓国

【市場の特性】
・ 世界最大の人口を抱える巨大市場。中間層が増
加し、消費力も旺盛。
・ 10都県産の全ての食品・資料が輸入停止となって
いる。
・ 輸入規制により青果物は実質的に輸出できないが、
日本の水産物や加工食品、飲料などは、信頼性も高
い。
・ 日本産品の模倣品や商標侵害などへの対策も大き
な課題。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 地域によって味覚や嗜好に大きな違い。北京周辺
(華北地域）塩辛い味付け、広州周辺（華南地
域）はさっぱりした味が一般的。上海周辺（華東地
域）では濃い味、甘い味、内陸の中部地域では香
辛料の効いたものや辛い味が好まれる。

【商流・商習慣】
・ 輸入手続きに時間を要し、賞味期限が6ヶ月を切る
食品は流通上取扱い困難。
・ 春節、中春節等で食品のギフト（果物、菓子、酒
等）を贈る習慣がある。

中国

日本産ブランドを模倣した農産物の生産地といった
側面を有しており、主に青果物といった一次生産物の
ニーズは、競合品も多く、他国に比べて低い印象。
一方で、（模倣することができない）超高級品や

健康食品等は、ニーズが高まっており、
今後、市場拡大余地がある印象。

中国人はとにかく話好き。
口コミで噂が広まり、SNS等で取り上げられると爆発的
に売れる。なので、ただ「おいしい」「品質がよい」というだけ
ではなく、その商品に纏わるストーリーのようなものがあると
売りやすいし、人にも伝えやすいと言われている。

＊ストーリーとは：歴史、有名人の○○さんが食べた、
○○賞を受賞した、有名ホテルで使っている等。
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【市場の特性】
・ 一人当たりGDPは日本を上回る。男女共働き社会
で、可処分所得も高い。
・ 日本食材は、輸入全体に占めるシェアは低いが、安
全性や味などから、日常的に購入されている。
・ 日系の伊勢丹、高島屋、明治屋では、毎週のように
各自自体がイベントを開催し、競合。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 外食中心の食文化。
・ 塩辛い、酸っぱい、薄味、あっさり味は苦手な傾向。
・ 基本的に味付けが濃い、スパイシーなもの、甘いもの
を好む傾向。

【商流・商習慣】
・ 日本からの輸入には輸入ライセンスが必要だが、輸
入ライセンスの取得は容易で、輸入業者を経由せず
に食材を直接輸入する日本食レストランもある。

シンガポール

【市場の特性】
・ 多民族国家（人口の６割がマレー系）
・ ハラール商品の需要が高い。マレーシアのハラール認
証は政府の認証機関（JAKIM）が実施。同国の認
証はイスラム圏で高い評価。
・ 糖尿病など生活習慣病の増加が問題となっており、
健康食品も有望。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
• 主食は米。食文化にも民族構成が色濃く反映。マ
レー系は豚・アルコール飲料の摂取は禁忌。中華系
は、中華料理や飲茶等を基本。インド系は、牛肉は
食べられず、菜食主義者も多い。

• 甘いものや色彩が派手な食品が好まれる傾向。

【商流・商習慣】
• 日本からの商品は輸入業者を通して輸入され、その
後、輸入業者から小売店やレストランに販売される
のが一般的。

• 中華系向けなどにノンハラール商品の販売も可能。

マレーシア

比較的日本の商材は浸透してきており、中間層向け
商材の売込み、新規商材の浸透を目指したトレンド作り、
シンガポールをハブにASEAN内外への商流作りなど従来
の輸出販売の応用型が、今後重要性を増すか。

親日的な国であることに加え、2013年の
訪日ビザ取得義務廃止による訪日客数の増加や
高い経済成長率など、周辺環境が良好。

水産物や青果物、加工食品、牛肉など、さらなる需要
が見込める品目も多いが、商品の定着には、現地ニーズ

の把握と適切な価格設定が重要となる。
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ブルネイ

【市場の特性】
・ イスラム圏最大の人口。日インドネシア経済連携協
定の効果もあり、輸出は増加傾向。
・ 食料自給や輸出拡大のため保護主義的な動きが
強まっており、輸入規制の強化や不透明な運用が見
られる。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 伝統的にコメが主食。国民の９割がイスラム教徒で
豚肉が禁忌。肉類消費の多くが鶏肉。
・ 日本と比較して味が濃い、または、強いものを好む。
味付けにとうがらしを多用する。甘いものはより甘く、辛
いものはより辛いものが好まれる。酸味はあまり得意で
はない。

【商流・商習慣】
・ 小売店では、賞味期限が残り３～４ヶ月となると、
置かれない場合が多い。また、日本からの輸送・輸入
手続きで国内配送までに1ヶ月を要することもある。こ
のため、輸入業者は、日本出港時点で賞味期限
10ヶ月未満の商品は取り扱いたがらない。

インドネシア

【市場の特性】
• ほとんどの食品を輸入に頼っており、国産でまかなえ
るのは鶏肉・鶏卵と一部のフルーツや野菜のみ。

• イスラム教が国教。人口の6割以上がイスラム教徒。
• ハラール認証の食品、レストランが中心（アルコール
類の公共の場での提供は禁止）。

• 物流などマレーシア、シンガポールに依存。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 甘い物、油の多い物を好む者が多く、食育の概念や
栄養バランスを考えた食事についての理解が低いこと
から、成人病（肥満、糖尿病）の羅患率も高い。
・ 娯楽が少なく、外食が大きな楽しみの一つ。日本食
も、特に富裕層、若年層の間で人気。

【商流・商習慣】
・ ブルネイへの輸出は、シンガポール経由で行われるこ
とが多い。
・ 加工食品はハラル認証（どの国から取得しても良
い）の取得が義務づけられている。

マーケットが小さいので、販売ロスを出さないために、
少量の輸入が可能か、賞味期限が長いかを輸入業者は
検討。ハラル認証の取得の有無もブルネイ輸入業者の
判断に影響。スーパーマーケットがブルネイ輸入業者に要
求する陳列マージンはシンガポールに比べて少ないが、主
要な輸出経路であるシンガポール・ブルネイ間の航空輸
送コストが高い。空輸品の小売価格は高くなりがち。

輸入規制の運用が現地担当官の判断に左右される
傾向があるため、担当部局にパイプを有するインポーターを活用
することが有効。一例として、ある現地インポーター（農業産品、
食料品卸）は、輸入代理店機能と傘下の小売店での販売も
手掛け、輸入品に必要な商品登録番号(ML番号）取得の代

理申請も引き受けている。
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【市場の特性】
・ バンコクは所得も高く、食品への支出を中心に消費
意欲が強い。
・ 日本食品の輸入はASEAN地域で最大。日本食
ブームなどから、日本食品フェアも頻繁に開催。
・ 親日的で訪問客も急増。富裕層中心に本物の味
を求めるニーズもある。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食は米（長粒種）。唐辛子や香草、ナンプラーを
使うスパイシーな料理が多い。野菜を生で食べる習慣
あり。甘み、辛味、酸味などはっきりした味が好まれ、
薄味、塩辛い物は好まれない。
・ SNS等で口コミ情報が伝わりやすい。

【商流・商習慣】
・ 中華系を中心に、旧正月やクリスマスにバスケット等
でギフトを贈る習慣。
・ 輸入にはライセンスが必要。タイに現地法人がある企
業のみ可能。

タイ

【市場の特性】
・ 人口が毎年100万人程度増加。
・ 一般的に日本産品への信頼性は高いが、理解や認
知はまだ低い。
・ 日本より早く進出した韓国企業の食品と競合すると
ともに、ベトナム企業等による類似食品も流通。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ ハノイ（北部）、ホーチミン（南部）で嗜好が異な
る（北部：薄味で塩や醤油ベースのあっさりした味、
中部：唐辛子を使用した辛い味、南部：カレーやス
パイスを多用し、砂糖を使用した甘く濃い味。）
・ 麺類、鍋料理が多く、だし・うまみを重視（ただし、
「わかめ」「かつおぶし」等は慣れるまで敬遠されが
ち。）魚醤、味噌、香草なども多く使われる。

【商流・商習慣】
・ 全国にもれなく販売網を持つ地場企業は少なく、南
北でそれぞれパートナーを探す必要がある。
・ コールドチェーンには課題があり、温度管理が徹底さ
れないケースも見られるが、日系の冷凍倉庫や保冷ト
ラックもある。

ベトナム

2022年には人口１億人を突破する見通。
安定した経済発展を遂げるベトナムに対して、進出を
狙う企業は増加。一方、法体系の複雑さや通関で
のトラブルなどから、苦戦している企業もある状況。
そのような中、現地企業と協力してローカライズを図る、
地道にパパママショップ（家族経営の小規模店舗）
に売り込むなどにより、定着した日本食材もあるので、

長期的な視点に立った
輸出を図ることが重要。

他の東南アジア諸国に比べ、日系企業の進出
が既に大きく進んでおり、独自に商談会・メニュー
提案会等を開催する日系卸業者も存在。
日本産農林水産物・食品を仕入れる固定商
流を持つ現地系バイヤーは日系バイヤーに比し
て未だ少ないため、今後は現地系バイヤー向け

の売込みがカギとなる見込み。
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【市場の特性】
・ 2011年の民政移管後、急速に市場開放を進め、
日本を含む外資企業の進出が急増。
・ 収入増により、徐々に日本食が受け入れられ初めて
いるが、日本食や日本食材の普及はまだ不十分。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食はコメ。一人当たりの年間コメ消費量は日本の
５倍相当の250㎏。
・ 年配層では牛を食さない人も多いが、若年層・富裕
層を中心に牛肉消費も広がる。
・ 水産物をよく食べるが川魚、エビ、カニ類が中心。生
ものは基本的に食さない。

【商流・商習慣】
・ 物流にも課題が多く、コールドチェーンも未整備。冷
凍・冷蔵倉庫を保有している企業も非常に少ない。
・ 日本食材の多くがシンガポールやタイからの輸入品。
和牛や鮮魚などは、ハンドキャリー品も多い。

ミャンマー

【市場の特性】
・ 人口が1億人を突破し、ASEAN２位の人口規模。
若年層に厚みがあるため、今後も成長が見込まれる
市場。経済発展が著しいが、貧富の差も大きい。
・ 日本産品の良さが理解され始めており、大手スー
パーマーケットなどは日本産品の輸入を増やしたい意
向も見られるが、タイなどで現地生産され輸出された
日本メーカーの食品も存在。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ コメが主食。コメに合う煮物や炒め物等の料理が食
卓の中心で、味付けは基本的に濃い物が好まれる。
薬味として酸味、辛味を利用する場合が多い。
・ 食費への支出は多い。

【商流・商習慣】
・ コールドチェーンや物流インフラが整備されつつあるが
地場運送会社に保冷品を取扱う人材が少ないことな
どオペレーションも課題。
・ 中高級スーパーには日本食材（加工食品中心）
を取り揃えた棚が存在するが、棚賃料を支払う委託
販売形式をとっている。

フィリピン

生鮮品については、ギフト用途にも使える
高品質なものが有望。加工食品については、小売価格
が150ペソ（約300円）を下回る低価格のものが有望。
日系百貨店もマニラに商業施設（食品売場を含む）

を展開予定。

日本酒や牛肉の輸入が認められるなど，日本食
の普及に向けた動きはあるが，マーケットの規模と
してはまだまだ。検疫でのトラブル等も多い状況。
新会社法により，外資企業への規制が緩和される

予定であり，チャンスは拡大する方向。
中長期的なプランに基づいて事業を行うことが大事。
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【市場の特性】
・ 13億の人口を有す成長市場。日本食の認知度は
まだまだ低く、日本産食材・食品の販売ルートは少な
いが、中流層以上が増加しニーズは徐々に拡大。
・ 健康食への関心が高い。緑茶などについてはヘル
シーなイメージは持たれているが、その効果などがまだ
理解されていない状況。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 宗教的背景やその信仰度合い、地域などにより多様
な食文化・食習慣が混在。
・ レストランメニューには食品には必ず「ベジ」「ノンベジ」
（ベジタリアン向けか否か）を表示し、明確に区分。
・ 一般的にスパイスの効いた濃い味を好む。

【商流・商習慣】
・ インド側の輸入手続きの不確実性、食品安全基準
局の検査の質・精度の未熟さ、輸入食品の成分等
表示の英訳をシールで行うことが制度上認められない
ことなどから日本からインドへの食品輸出は、ハードル
が非常に高い。

インド

１千万人規模の大都市が複数存在し、
中間層も増加傾向。高血圧、肥満等の社会

問題も顕在化してきており、
「旨みで塩分や油を控えめにできる」といった
日本食の特長を浸透させるような切り口も

試していきたいところ。

【市場の特性】
・ （オーストラリア）
国民の所得・生活・物価水準が高く、購買意欲が非
常に高い。ハイエンドマーケットとして一定の日本産品
の需要。
・ （ニュージーランド）
市場は小さい。酪農。畜産業を中心とした農業国で、
国内農産物の競争力が高い。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ イギリスの影響を受けた食文化だが、原住民から受
け継いだ独自の食文化も。アジア系等の移民が増え、
食は多様化。日本食＝ヘルシーとの認識が浸透しつ
つある。

【商流・商習慣】
・ （オーストラリア）
日本産品の販路は、アジア食料品店、日本食レスト
ランが中心。日系輸入業者のほか、日本食材を含め
アジア食材の流通は中国政府系企業の子会社（オ
リエンタル・マーチャント）などが強い。

大洋州

大洋州（豪州・NZ）は国際的にも検疫制度が厳しく、
生鮮品等の日本産品の市場参入のハードルは高い。他方、
テイクアウト店やフードコートでラーメン・どんぶり・カレー・とんか
つ等のメニューを取り扱う店舗が増え、白人層にもポピュラー
なメニューとして浸透しつつある。これらのメニューの拡がりから、
日本の独自性が発揮できるソース混合調味料の輸出が伸
張傾向。また大洋州は、物価水準が高いため、日本から輸
出しても現地価格での浸透が可能であるとの印象。
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【市場の特性】
・ 多くの移民を受け入れており、人口の約２割は移民
一世。
・ 日本食レストランは人気が高く、バンクーバーでは、
中華レストランを凌ぐ店舗数。日本産品は直接輸入
に加え、アメリカ経由での輸入も見られる。
・ アメリカ産の日本酒や飲料、酢、醤油なども販売。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 多文化主義を採っており、食も多様。主菜、副菜の
概念はない。
・ 富裕層を中心とした健康志向の高まりにより、オーガ
ニック食品の需要。アレルゲンを使用しない食品（グ
ルテン・フリー等）も一般的。

【商流・商習慣】
・ 北米に進出する日系大手は、地域毎に担当を配置
し、現地ディストリビューターと取引。大手スーパーは日
本企業との直接取引を模索。
・ 酒類は各州で専売制や管理体制を敷いており、日
本酒普及の制限要素に。

カナダ

【市場の特性】
・ 世界最大の食品市場で、高い購買力を有す。
・ 東西海岸の大都市を中心に日本食が浸透。
・ 日本から輸出する日本産品は、中国などアジア産の
安価な食品とも競合。
・ 日本からの距離が遠く輸送コストが高いため、品質で
差別化が必要。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 様々な人種・民族で構成されており、大都市では各
国の移民が持ち込んだ食文化や外国料理店が存在。
食生活は多様。
・ 健康志向の高まり等により、牛肉消費が減少。鶏類
は増加し、豚肉消費は横ばい。

【商流・商習慣】
・ 東西海岸では、日系商社により流通網が整備。日
系小売店や日本食レストランへの物流上の大きな障
壁はない。
・ 2011年4月に食品安全強化法が施行。細部を定
める個別規則が制定、適用。
・ 生鮮食品を除く小売向け食品は、十分な消費期
限・賞味期限が要求される。

アメリカ

我が国第２位の輸出先国。食品安全強化法への対応
などクリアするべき規制は多々あるものの、中高所得層向
けスーパーマーケットなど日本産食材にもチャンスはあるの
で、チャレンジする価値は大きい。地域・都市によって異な

る市場動向をよく見極めて取り組むことが重要。

人口の大半は特定の州・都市に集中しており、輸
出にあたってはターゲットの明確化が必要。アジア・
中国系移民の多い太平洋側（バンクーバー等）
は日本食品も多く流通。既存の流通に関する課
題はあるが、さらなる日本酒の販路拡大や日本食
レストラン向けの輸出拡大の可能性はある。
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【市場の特性】
・ 日本産品を取扱う輸入業者が少ない。業者やレス
トラン関係者の日本食の知識が不足。一般消費者に
も、本物の日本食がまだ理解されていない。
・ 日本食材として、北米産や安価な中国産、韓国産
の物も販売されている。
・ 日系人が、日本食の普及に重要な役割を果たして
いる。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・（ブラジル）牛肉と鶏肉の消費が多い。濃い味付け
が好まれ、塩分は強く、菓子類はとても甘い。（チリ）
肉食が中心。食には保守的。高所得者層では健康
意識が高い。貧困層は炭水化物に偏る傾向。

【商流・商習慣】
・ 治安、物流インフラの未整備、税制・税務手続きの
煩雑さ等事業展開には様々な課題有。
・ 輸送コストもかかり、日本産品は高額にならざるを得
ない。高額の理由、味や機能、素材など様々な観点
から説明が不可欠。食べ方やレシピなどの提案も重要。

中南米

【市場の特性】
・ 日本食への関心は高いが、食材が日本産かどうかの
こだわりは少ない。中国、韓国、タイ等他国産の日本
食材も多く販売されている。
・ 日本産品の販売は高級スーパーのみ、数量も少な
く、日本の小売価格の３～４倍で売られている。
・ 昨今、ルーブルの暴落や景気低迷の影響で、外食を
含む消費が減少。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 辛い物、酸味の強い物は好まない。味付けはシンプ
ルで、塩・こしょうを基本とし、ハーブを用いる。
・ 内食率が高い、食は一般的に保守的だが、好みに
合致するものは積極的に受け入れる。
・ 酒類、茶の消費量大きい。健康意識は高い。

【商流・商習慣】
・ 日本食品の輸入業者は少なく、小規模企業が殆ど。
・ ロシア国内での流通には国家規格に適合する認証
取得とラベル貼付が必要。
・ 欧州経由での船輸送には約2ヶ月を要するため、長
期の賞味期限が必須。

ロシアはあらゆる分野で日本を称賛。
菓子、調味料、インスタント食品の種類が少なく、

輸出へのチャンス。レシピ付き食材の配送サービスが拡大
しており、このシステムを利用。また、健康意識が高く乳酸
飲料（ケフィア等）をよく飲む。健康食市場（オーガニッ
ク食品、機能性食品、ダイエット食品）は年々拡大。保

存料、添加物に否定的。家庭料理を好み、
多種多様なスープを毎日食べる。
（ラーメンも麺は具材の一つ）

ロシア

主に先住民インディオ、アフリカはじめ世界各国からの移
民など様々な文化が融合した食文化が保守的に展開さ
れており、日本食・食文化への興味・関心はまだまだ低い。
商流・商習慣等の壁が高く、現在、輸出されているのは、
現地の商品と競合しない調味料、菓子等の加工食品。
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【市場の特性】
（ドイツ）
・ 日本食は「健康的でクール」というイメージが強く、人
気。健康志向が高く、アメリカに次ぐ世界第二位の
オーガニック市場。（EUの有機認証と日本の有機
JAS認証は同等性が認められている。）
（イギリス）
・ 日本食はヘルシーなイメージが定着。ただし、ロンドン
以外の地方では、日本食の普及度はまだ低い。
（フランス）
・ 高級品市場で、日本産の品質は一定の信頼感を
得ている。
・ パリのシェフは、良い食材を常に探しており、新しい日
本食品が受け入れられる土壌あり。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
（ドイツ）
・ 主食はパン。食に対しては保守的で、外食率も低い。
・ オーガニック食品(BIO)、ラクターゼ不使用、純菜食
主義者向け製品等も人気。
（イギリス）
・ 主食はジャガイモやパン。ビールやスナック類が好まれ、
肥満率は欧州一。
・ 健康や食の安全性への関心は高く、オーガニック市
場も拡大。
（フランス）
・ パンが主食。食に保守的で、一般的に家庭料理は
質素。外食は少ない。
・ 現地で食されていない食品の輸出には粘り強い普及
活動が必要。一度定着すれば、長く愛されることが期
待できる国民性である。

【商流・商習慣】
（ドイツ）
・ 現地系マーケットでも日本食材の取扱量は少なく、
EU域内生産品や有機食品にほぼ限られる。
・ 大手小売業者に新規取扱を依頼する場合、リスティ
ング・フィー（棚代）を請求される可能性あり。
（イギリス）
・ 日本食レストランの大半は非日系だが、日本食材の
多くは日系流通業者（日系卸売）により供給されて
いる。
（フランス）
・ 価格に非常に敏感。マスマーケットで売るには価格
競争力が必要。
・ 輸入業者からは、「賞味期限の短さ」が課題として挙
げられる。特に船便輸送の場合、約3ヶ月の輸送期
間を要し、賞味期限は1年以上が望ましい。

EU

一言でＥＵと言っても、
国・地域毎に食の好み、文化・習慣は多様。
また、規制も日本と異なる部分が多く、日本で

使えてもＥＵでは使えない原材料、添加物もあり、
原料調達先まで遡って確認が必要な場合もある。
前もって情報収集を行うことが重要ですので、

農林水産省やＪＥＴＲＯにお問い合わせください。
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【市場の特性】
・ 産油国を中心に一人当たりGDPが高く、購買力旺
盛。高級品需要も大。
・ UAEは空路海路のハブとして機能。富裕層が集まり
食のトレンド発信地に。
・ 親日的な国が多く、日本への関心は高い。日本食
品は、現地企業、レストラン関係者などから、品質、
味など全体的に高い評価。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ 主食はパンに加えコメも食べる。
・ 味は濃い、甘い、油っぽいものを好む傾向がある。
・ 保守的で新しい物に手を出しにくい傾向があり、日
本産品は食べ方の紹介が必要。

【商流・商習慣】
・ イスラム教を国教とする地域。食肉をはじめ宗教上
の要件を満たす必要あり。
・ ハラール対応が基本的に必要。政府が管理し、ハ
ラールマークの有無に関わらず、市場の食品はハラー
ル。サウジアラビアなどはアルコール類が厳禁。

中東

アラブ人向けには、①パッケージを工夫して
商品ブランド名のアピールが効果的であり、
②アラビア語の食品表示は必須。③大家族
向けに大容量なものが好まれる傾向があり、

④有機食品も人気が高い。

【市場の特性】
・ 経済や社会基盤の脆弱な国や統治・治安に不安を
抱える国が多い。
・ 日本食の普及は未知数だが、経済成長に伴い一定
数の富裕層が生まれ需要が今後拡大していくと思わ
れる。

【消費者の味覚、嗜好上の特徴】
・ パン、コメ、魚、羊、鶏、七面鳥などをよく食す。
・ 食に対しては非常に保守的で新しい物にチャレンジし
ない傾向。
・ アルコールについては、一部のレストラン等では提供が
あり、リカーショップもあるが、イスラム教徒が大宗を占め
るため、消費は限られる。

【商流・商習慣】
・ アフリカとの取引は、各種リスク（治安、経済、その
他）を伴い、新規参入が難しい。
・ 市場規模の大宗を占めるBOP層に特化したターゲッ
トとすることや、既に現地に食い込んだ企業との共同で
売り込みを行うことで進出する企業もある。

アフリカ（エジプト）

距離の遠さなどにより、輸出は困難さが増す。
加工食品や水産物など比較的単価が安い商品で
現地ニーズをピンポイントで探す必要がある。
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・ 現時点における素のままの輸出対応力を推し測るメルクマールとしては、「過去に輸出した実績が
あるか」、 「外国語に対応できる人材はいるか」、「必要な規格・認証を取得できているか」（前章
参照・割愛）、「輸出余力があるか」、「海外ビジネスに特有のリスクの見極め」等です。
これらを踏まえた上で、自分の強みや弱みを把握し、輸出プランを練っていくことがとても重要です。
まずは、①現在の輸出対応力について解説します。

Memo

しっかりと「自分を知る」ことにより、
背伸びした輸出プランになっていないか

見直すことができます。

定量的な指標にて、平均値等と比較することによって、客観的に自社の強みや
弱みを分析することができます。

過去取組の振り返り

 過去において、輸出実績があるかどうかを確認しましょう。輸出実
績がある場合、基本的に輸出に向けた手続き等の大きな流れは、
輸出先国が変わっても同じですので、一から始めるより、前例を踏
襲して輸出に取り組む方が失敗が少ないでしょう。

 また、見本市や商談会に参加された実績がある場合は、その際に
作成した商品情報や企業情報を見返し、アップデートして整理し
直し、SWOT分析により、自社の強みや弱みを分析・整理してみ
ましょう。

外国語対応人材の有無

海外ビジネスに特有のリスクの見極め

分析方法の例（SWOT分析）

２ 自社の状況把握

○ 輸出をする際には、“輸出先国の事情把握”で触れた「相手を知る」ことのほかに、「自分を知る」
ことも大切です。 “輸出先国の事情把握”において、ターゲットとする国の規制環境や食文化・
ニーズを把握した次の段階として、そのハードルを越えることが可能であるか否か、自社の能力と
照らし合わせる必要があります。

○ 自社の輸出対応力には、①現時点の素のままの対応力のほか、②国内向けの経営資源を海
外にシフトすること等によって生み出される潜在的な対応力があり、短期～中、長期の輸出戦略
を検討する上で２つの対応力をそれぞれ認識・評価しておく必要があります。

輸出成功のためのカギ

ステップ１ マーケティング

3

①過去取組の振り返り

輸出余力の有無

（１）現在の輸出対応力について
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～ SWOT分析表の作成・整理 ～

Action １

Action  ２

SWOT分析活用について
輸出プラン策定に向けた具体的なSWOT分析活用方法（簡略版）を示しますので、参考にしてみ
て下さい。 （下記企業は実在せず、架空の企業です）
＜企業概要＞
株式会社○×は、創業50年の主に食肉流通事業に従事している企業。多角化戦略として展開して
いる乳製品事業は、直近5年赤字が続いている。食肉事業に関して、飼育から加工・流通・販売まで
の一貫体制を保有しており、創業50年で培った販売網を生かし、全国に客先をもつ。一方で、人口減
少と少子高齢化による国内マーケットの縮小に直面。また、中価格帯の主力商品が海外産の模倣品
等にコスト面で敗れシェアを奪われたことにより、売上高は減少傾向にある。そのため海外に視野を向け、
将来的に海外展開することが昨年の経営会議で決定した。それに伴い、海外事業部が新設。同社に
輸出経験・貿易実務等のノウハウも無く、国際的な見本市への出展経験も無い。しかしながら、英語・
中国語等の外国語に不自由しない人材が数名在籍。競合他社の△□株式会社は、３年前より海外
進出を果たしており、遅れをとっている認識あり。

～ 輸出プランの策定 ～
Action 1 でSWOT分析した結果をみると、プラス要因として、会社として輸出に向けた取組に対しての機運が高く、外国
語のスキルを持っている人材が確保されており、また外的要因により牛肉において、輸出に向けた“モメンタム”があるといえま
す。マイナス要因としては、輸出関連の経験が乏しく、競合他社に海外進出の先を越されていることでしょう。よって、まず
△□株式会社の輸出（海外）事業の調査から実施。…すると…△□株式会社の輸出における主力商品は、中価格帯
の牛肉であることが判明。また、 ＊＊国は、高価格帯の和牛商品であれば消費者ニーズが高いことがわかり、△□株式会
社も新規参入となるため、他国に比べて参入余地あり。また、国内客先であるAグループ系の＊＊国現地外食大手とのパ
イプ構築が可能であるため、同社の日本産和牛商品にてシェアをとることができると判断。
＜輸出プラン＞ ＊＊国 Aグループ系外食向けに 「高級価格帯の和牛」 を輸出検討。

内
部
環
境

プラス要因 マイナス要因

強み＜S＞
・ 食肉流通事業に50年従事。
・ 飼育から加工・流通・販売までの一貫体制を保有。
・ 全国に販売網・客先を保有。
・ 経営方針として海外展開に注力。
・ 外国語対応人材が在籍。

弱み＜W＞
・ 直近5年において、乳製品事業が不振。
・ 輸出経験・貿易実務等のノウハウ無し。
・ 国際的な見本市への参加経験無し。
・ 売上高は減少傾向にあり。

機会＜O＞
・ 世界的な食料需要は増大。
・ 牛肉の相場は上昇。
・ 日本産ブランド（和牛）の海外ニーズが高まって

いる。
・ ＊＊国にて、輸入規制が撤廃。牛肉市場が解禁。

脅威＜T＞
・ 人口減少と少子高齢化による国内市場の縮小。
・ 主力商品が海外産競合（模倣品）にシェアを奪

われている。
・ 競合の△□株式会社は既に、海外進出済にて、

遅れをとっている。

外
部
環
境

コラム

 株式会社○×の企業概要をもとに、それぞれSWOTに分類し、整理を行う。また、社内でコンセンサス
（共通認識）を得ることが今後の取組において大切になります。
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見本市・商談会の段階において、必ずしも通訳者が専門的な商品知識を有してないた
め、交渉が円滑に進まないこともあります。このため、事前に打合せをするなどして、商談
時に必要となる最低限の知識を習得してもらうと良いでしょう。

Memo

 国内向けのビジネスでは、外国語を使用する機会が少なく、外国語のスキルはあまり必要なかったと思い
ますが、海外へ輸出する場合、例えば相手先国のバイヤーが英語圏であれば、輸出する商品の紹介や
価格交渉等のコミュニケーションをとる際には、英語でのやりとりが必要不可欠です。

 また、成約に結びつけるためには、好機を逸しないためにスピード感を持って、相手の要求を理解すると同
時に、こちらの要求を正確に伝え、納得させることが大切です。つまり、相手国に合わせた言語力やコミュ
ニケーション能力を備えた“外国語対応人材”の確保が必要になります。

 具体的には、国際的な見本市や商談会での海外バイヤーとの
商談、その後の成約に向けたフォローアップ等で必要となります。
基本的に国際的なビジネスにおける公用語である英語のスキルは
必須です。加えて、契約書の草案作成等については、法律に関
する専門的な知識が必要になりますので、専門家に任せることを
お薦めします。このため、外国語に対応する人材は、①見本市・
商談会②継続交渉・フォローアップ③契約締結（専門家）の
３段階毎に対応する人材の確保が必要となります。

 外国語対応人材の確保方法について、多くの場合は、見本市や商談会に同行する通訳を雇い、海外
バイヤーとの交渉等に同席してもらいます。その後の継続交渉・フォローアップに関しては、自社において対
応する企業もありますが、レスポンスが重視される場合もありますので、タイムリーな対応が求められます。
このため、自社で対応力のある人材を従業員として確保することが、中長期的には最も望ましいです。

海外との契約は、基本的に
契約書に双方の代表者がサインをすること
で締結します。契約内容に応じて独特の言
い回しや、定型句などがあるため、当該国に
おける法律等に詳しい専門家のアドバイスを

受けることをお薦めします。

②外国語対応人材の有無

コラム

外国語対応パンフレット、企画書の作成サポートについて
販路開拓やブランディング等相談内容に応じて、6次産業化サポートセンター（都道府県サポートセンター、中央
サポートセンター）から専門家（6次産業化プランナー）を無料で派遣します。
中央サポートセンターでは書類の外国語への翻訳のお手伝いも致します。

③輸出余力の有無
 輸出に際して、工場の新設や認証取得、商品開発、人件費等、様々な“資金”が必要となります。
 「モノが届かない」などの物流リスクや「入出金がされていない」などの決済リスク等、様々な貿易リスクに常にさらさ

れています。そのリスクに対応できるような体制を整備しおくために、専門的な部隊（輸出部門）等を社内につくっ
ている企業がほとんどです。ゆえに“人材”確保が必要となります。

 海外バイヤーの中には、大ロット（大口成約）を求める企業もあり、それに耐えうる供給体制を敷く等、
“モノ”の面での対応余力が求められます。

 つまり、資源として「お金（資金）」、「ヒト（人材）」、「モノ（商品）」での余力が輸出に取り組む上
では必要となります。

輸出取引に挑戦することによって、自社の経営を圧迫してしまっては、元も子もあ
りませんので、経営資源としてのバランス（売上全体の10％程輸出に回すと国
内価格も安定するなど、リスクヘッジの観点からも経営にプラスと言われる。）を
考慮した輸出プランを策定するよう心がけましょう。

Memo
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～現地商慣習への対応事例～
＜包装の工夫で賞味期限延長＞
加工食品について、3カ月ルール（賞味

期限の3カ月前までが販売期間）を商慣

習としている当該国に対して、賞味期限6

カ月である商品の場合、輸送期間に2カ

月程度要すると、実質の販売期間は１カ

月となってしまう課題があった。

⇒ 製造事業者Aは、遮光性、気密性に

優れた包装に改良し、賞味期限を６カ月

から１年に延長することに成功。その後、

現地における販売量拡大に繋がった。

・ 前項までの「輸出先国の事情把握①輸入規制環境②食文化・ニーズ」、「自社の状況把握①現在の輸
出対応力」では、輸出にあたって海外の規制・ニーズや自社の対応能力を把握して、「何」を「どこの国」の
「誰」に対して輸出するかのプラン（戦略）を策定することの大切さについて解説してまいりました。
・ いわば、これまでのところでは、“自社の努力では打開が難しい環境に対応していく”部分について解説し
ていたのに対し、ここでは、“自社の潜在的な輸出対応能力の範囲内で努力をすること” により打開をする
ことが可能な部分についていくつかの事例で確認します。
・ 具体的には、広義の意味での「商品開発」です。海外市場で生き抜くためには、自分達が売りたい商品を
そのまま売るのでは無く（マーケットインの考え方で）、自らの商品の形や製造工場を輸出先国のマーケット
に合わせて変革し、輸出先国の食文化やニーズに対応していくといった努力をしなければ、可能性は広がりま
せん。ケーススタディとして具体的な事例をもとに解説します。

事例１ 事例２ 事例３
～現地ニーズへの対応事例～
＜ラベル変更によるニーズ対応＞
製造事業者Bは、海外の人々が集まる

場にて、試飲コーナーを設置し、同社商品

に関して味やアルコール度数において高評

価を得た。しかしながら、現地ディストリ

ビューターや有識者からは、ラベルに難があ

り受け入れられないとの意見があった。

⇒ 同社は、アドバイスを参考に、よりファッ

ショナブルで当該国の感度が高い顧客層

に受けそうなデザインに改善。現地ディスト

リビューターとの成約が決まった。

～認証取得への対応事例～
＜製造工場における認証取得＞
製造事業者Cは、当該国での同社商品

のニーズが高いことを把握。しかしながら、当

該国客先において、認証取得をされていな

い工場との取引はできないことが判明。品質

を維持したまま製造段階における衛生管理

を徹底する必要があった。

⇒ このため同社は、工場の新設を機に、

氷温技術を導入するとともに、品質・衛生

管理についてHACCPを導入。

FSSC22000を取得し、販売に繋がった。

Memo 日本貿易保険：ＮＥＸＩ（2017年4月から政府100％出資の株式会社）
詳しくはホームページをご参照下さい。 ⇒ （http://www.nexi.go.jp/）

 海外ビジネスは、企業を成長させる大きなチャンスですが、国内の取引と比べて注意しなくてはいけないことがたくさ
んあります。海外ビジネスのリスクのうち、戦争や災害といった取引国の政治・経済の情勢による非常危険と、取引
先の倒産・不払いといった信用危険を貿易保険を利用することにより、カバーすることができます。
① 取引先国のリスク（カントリーリスク・非常危険）は、戦争や災害といった取引先の国の政治・経済の情勢な
どによる、契約当事者の責任ではない不可抗力的なリスク。

② 取引先のリスク（信用危険）は、取引先の倒産・不払いといった、契約の相手方の責めに帰せられるリスク。
 これらの事情発生により、輸出契約に基づき貨物を製造したが、船積できなくなったことにより被った損失や、船積

後に貨物代金、役務対価などが回収できなくなったことによる損失を貿易保険でカバーすることができます。取引
先国や取引相手の状況等から、リスクを見極めて、ヘッジの方策を検討する必要があります。

④海外ビジネスに特有のリスクの見極め

コラム
近年、増えている円貨決済について
近年では、国内取引と同様に円貨決済ができる地域商社や日本に支店・支社を持つ海外バイヤー等の活躍す
る機会が増えています。円貨決済で完結することにより、為替リスクや代金回収リスクを低減することができます。

（２）潜在的な輸出対応力について

http://www.nexi.go.jp/
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輸出成功に向けたチェックリスト
～マーケティング編～

（１）自社の商品は、輸出を検討している国の輸入規制環境下において、
下記３項目ともクリアしており、輸出できることが確認済である。

①放射性物質規制
②検疫
③認証、規格

YES NO

（NOと回答された方は、P13ページへ）

（２）自社の商品は、輸出を検討している国の食文化・ニーズにおいて、
親和性や今後の販売・流通可能性が高いことを確認済である。

YES NO

（NOと回答された方は、P25ページへ）

（３）自社について、現在の輸出対応能力を下記３項目とも把握している。

①過去の輸出実績や見本市・商談会への参加実績
②外国語対応人材の有無
③海外ビジネスに特有のリスクの見極め

YES        NO

（NOと回答された方は、P37ページへ）

（４）自社について、潜在的な輸出対応力や強み・弱みを把握している。

YES NO

（NOと回答された方は、P38ページへ）

（５）輸出先国マーケット事情と自社の状況を把握し、輸出プランが策定できる。

YES NO

（NOと回答された方は、P37ページへ）
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具体的には、まず自社のプランを実施するために①直接輸出、②間接輸出のどちらの手法で輸出をする方が効
果的かを検討・選択します。次に自社に合ったパートナー（取引相手）と知り合うための機会・方法を①輸出拡
大チーム、 ②見本市・商談会、③越境ECから選択します。

ステップ２ 商流構築手法の選択

・ 直接輸出の場合は、自社で商談や貿易手続き（詳しくは、ステップ３「貿易実務」を参照ください）を担うので、輸出実績
や貿易実務におけるノウハウ、さらには言語対応能力を持っている企業でなければ、選択が難しくなります。
・ メリットとしては、貿易実務を自社で完結できますので、貿易実務等を委託した際に発生する中間マージン等のコストがかか
りませんので、利益は大きくなります。また、自社内で貿易実務を行うことにより、船積みスケジュールの把握や、競合他社の情
報などが得られる可能性もあります。
・ デメリットとしては、商談や貿易手続きに貿易実務に精通した人材の確保が必要ですので、相当量の労力がかかります。ま
た、貿易リスクも自社に帰属する可能性が高く、リスクを保険等で未然にカバーする必要があります。
・ 総合的には、一時的な細いビジネスではなく、中長期的に太いビジネスとして、輸出に取り組むことが可能な“体力のある”
方々向きだと言えます。初期投資として貿易実務に対応可能な人材の確保もしくは実務習得研修などの費用がかかりますが、
将来的には、中間マージン支出などがないため、間接輸出と比較した際に、コストが小さくなります。

3 輸出成功のためのカギ

・ 間接輸出のメリットとしては、貿易実務を輸出商社等のエキスパートに任せることができますので、国内販売と変わらない商売
体系として輸出を行うことが可能です。また、基本的には円貨決裁で済むケースが多く、円貨決裁で完結する場合は、為替リス
クにさらされる懸念がありません。
・ デメリットとしては、貿易実務を委託した輸出商社等への中間マージンがかかりますので、享受できる利益がその分小さくなり
ます。
・ 総合的には、輸出経験が乏しい、または、将来的に輸出事業を継続していくとは必ずしも言い切れないなど、輸出事業に対
して“不安がある”方々に、短期的には、直接輸出と比較した際に、初期投資が小さく済みますので、合っている手法です。

１ 輸出手法の選択について
〇 心構えとして、どの手法も完璧ではなく、メリットがあればデメリットも存在します。自社のプランを迅速に効率良

く進めるには、どの手法が最適かを考えた上で、手法を選択しなければいけません。この項では、どの手法がどの
ような特徴を持っているかを解説します。輸出に際して、“輸出手法の選択”は重要な部分で すので、検討
する際の参考にしてください。

輸出意欲者 海外バイヤー 等直接輸出の商流図

輸出意欲者 地域商社 等間接輸出の商流図 海外バイヤー 等

（1）直接輸出の場合について

（２）間接輸出の場合について

ステップ１「マーケティング」にて、自社の輸出プランを立てたら、次は「商流構築手法の選択」
です。策定した「輸出プラン」を、実際にワークさせるにはどうしたら良いか、自社に最適な手法を
考えましょう！
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２ パートナーと出会う方法について

〇 この項では、前項で解説済の「輸出手法の選択について」で決めた“直接輸出”か“間接輸出”かのどちら
かの手法をもとに、パートナーとなりうる事業者やそのパートナーと出会う方法について紹介します。
直接輸出を選択した場合、パートナーとなる相手は、輸出先国のディストリビューターや小売・外食事業
者等になります。これらを総称してこのガイドでは、“海外バイヤー”と呼ぶこととします。海外バイヤーは基
本的に、輸出先国にいますので、直接対面でコミュニケーションをとるためには、「海外バイヤーのいる相手
先国に行く」もしくは、「海外バイヤーに日本に来てもらう」のどちらかになります。

〇 間接輸出を選択した場合、パートナーとなる相手は、日系の輸出商社か、外資系で日本法人を持つ輸
出商社等になります。このガイドブックでは、それぞれ“日系地域商社”、“外資系地域商社”と呼ぶことと
します。また、近年誕生した越境ECは、基本的に国内決済で完結できるので、間接輸出といえます。

〇 それでは、上記３つのパートナーとなりうるプレイヤーを中心に、出会う機会について、①見本市・商談会、
②越境EC ③輸出拡大チーム、の順にそれぞれ解説します。

Memo

・ 輸出関連の見本市・商談会には、主に２種類存在します。①海外展示会・商談会、②国内展示会・商談会
（輸出EXPO等）の２つです。違いは、海外で開催されるか、国内で開催されるかです。
・ ①海外展示会・商談会は、開催国のバイヤー（海外バイヤー）向けに海外で開催されるため、日本から海外に行
くための出張費がかかりますが、多くの海外バイヤーとの商談機会が期待できます。より多くの商談機会が期待できると
いうことは、より多くのバイヤーのニーズを聞き取る機会に恵まれるということでもあります。
・ ②国内展示会・商談会は、海外バイヤーを日本に招聘して日本国内で開催されるため、海外に行くための費用が
省けますが、①海外展示会・商談会と比べて、同国の海外バイヤーと出会える可能性は限定的といえます。ただし、
昨年から始まった「日本の食品 輸出EXPO」では、世界各国から2800名余りの海外バイヤーを招聘した実績があり
ますので、①海外展示会と同等またはそれ以上の効果があるといえます。

展示会名 開催時期 概要・特徴 前回来場者数

第２回
日本の食品輸

出EXPO

2018年10月
10日－12日

海外バイヤー
および日本の輸
出商に売込むた
めの商談展。今
回は約600社が
出展予定。

12,836名

FOODEX 
JAPAN 2019 

第44回国際食
品・飲料展

2019年3月
5日－8日

アジア最大級
の食品・飲料展
示会。世界各国
から約3,500社が
出展。食業界の
ビジネス商談会。

72,428名

展示会名 開催時期 概要・特徴 前回来場者数

香港Food 
Expo 2018

2018年8月
16日－18日

香港最大級の
国際総合食品見
本市。世界各国
から約1,400社が
出展。「ジャパン
パビリオン」設置。

490,000名

ANUGA 2019
2019年10月
5日－9日

ケルンで隔年
開催される世界
最大級の総合食
品見本市。ジェト
ロでは「ジャパン
パビリオン」設置。

158,603名

①海外展示会・商談会の例 ②国内展示会・商談会の例

見本市等の情報は下記URLから得られます。世界の見本市・展示会情報（J-messe）
（https://www.jetro.go.jp/j-messe/）また、「国・地域別イベントカレンダー」では、
国内外で行う予定の輸出促進に関するイベント情報が得られます。
（https://www.jetro.go.jp/agriportal/eventcalendar/）

（１）見本市・商談会について

https://www.jetro.go.jp/j-messe/
https://www.jetro.go.jp/agriportal/eventcalendar/
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★見本市・商談会出展に向けたワンポイントアドバイス★

○ 見本市・商談会を輸出への契機として活用する場合には、事前準備からフォローアップにいたるまでの様々な
対応が必要となってきます。まず、「出展登録を完了するだけで、そのまま見本市・商談会の当日を迎えれば、
自動的に輸出に繋がる」といった甘い考えは捨ててしまいましょう。

○ 例えば、見本市・商談会で自社商品のPRを行ったとしても、その商品についての価格、取引期間、賞味期限
最低ロット（供給可能）数等、今後のビジネスにおいて必要不可欠である基本的条件が明確でなければ、
商談は成立しません。また、それらを日本語でいくらPRしても、海外バイヤー（この項では外資系地域商社含
む）のなかで、日本語でコミュニケーションがとれる人はほんの一握りです。大多数の海外バイヤーが、英語もし
くは母国語でコミュニケーションをとります。
ですので、それらの基本的条件を外国語でPRできる状態にしておく必要があります。
それに加えて、出展者は自社だけでなく、競合他社も存在します。そのなかで、埋没しないようにするためにも、
他者との差別化やよりわかりやすい説明がプラスαとして求められます。

○ つまり、売り手がどれだけ商品を売りたくても、海外バイヤーが買う気にならなければ商談は成立しないということ
です。買い手の立場になり、どのような商品説明を聞いたら買いたいと思うか、考えてみて下さい。

○ それでは、一部になりますが、具体的に準備しておくと良いと思われる事項を紹介します。見本市・商談会に出
展する際の参考にして下さい。

＜事前準備事項＞
① 商品説明書（商品紹介シート）

商品名、価格、内容量、賞味期限、栄養成分表示、調理例、商品写真、梱包荷姿、ロット（ケース）数
等ビジネスにおいて必要不可欠な基本的条件です。これらは、国内向けビジネスと大差ないので、難しく考えずに、
国内向けビジネスをする際に必要となる条件・事項をまとめれば良いでしょう。

② マニュアルレポート（企業情報が掲載された冊子等）
「自社が何者であるのか」が完結にわかるものが良いです。売上高、従業員数、事業内容、企業理念等取引

を始める前に行う信用調査で必要な事項が記載されているものだと、取引開始するまでの時間短縮（海外バイ
ヤーの信用調査を行う労力軽減に繋がる）となります。

③ 海外バイヤーからの質問（想定問）回答
具体的には、商品の特徴（セールスポイント）・調理方法・販売実績（国内外問わず）・商流（直接輸出

か間接輸出）・価格契約条件（インコタームズ：FOB/CFR/CIF）等、海外バイヤーの立場になり、実際にビ
ジネスとして成立する際に必要となる事項を考えてみて下さい。

④ コミュニケーション＆プレゼンテーション
上記①②③全てにあてはまりますが、（ターゲットとしたい輸出先国

の）海外バイヤーの言語対応したもの、ターゲットを絞りきれなければ、
まずは英語対応したものを準備してください。
また、プレゼンテーション（説明）はブースのレイアウトや外国語対応

人材の配置（通訳者の準備）など、細部に気を遣うことが重要です。
試食が禁止されている見本市もありますが、試食可能であれば、海外
バイヤーに試食をしてもらえる様な準備をすることをお薦めします。
（食材の場合、味は最も大切な判断基準です）

速やかに成約案件として成就したい
（急いでいる）場合は、見本市当日ま
で待つ必要はありません。パートナーとし
て組みたい海外バイヤーにメールや電話
等で予めコミュニケーションをとり契約条
件を詰めておくことをお薦めします。
スムーズに進めば、見本市の対面して
いる機会に契約締結も夢ではありませ
ん。
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・ 欧州委員会（European Commission）による越境取引（Cross-Border Shopping）に関する
消費者へのアンケート調査では、越境取引の定義を「消費者が居住している国以外にある（位置してい
る）販売者または提供者からの全ての購買」としています。
・ この中にはインターネット等による他国に所在するサプライヤーからの遠隔購買が含まれているが、自国内に
所在している販売者からの外国製品の購入は含まないものとなっています。
・ しかしながら、中国におけるTmall Global（天猫国際）のように、中国事業者のECモール上に日本企
業が出店し、多数の日本製品が販売されています。ECを通じた日本製品の販売手法の一つとして確立し
ている現実から、自国内に所在する販売者からの外国製品の購入も「広義の越境EC」とすることが望ましい
と考えられます。
・ そこで、ここでは以下の販売モデルを越境ECによる事業と定義して概括します。

（２）越境ECについて

図1：越境ECの事業モデル

引用：農林水産省調査委託事業

「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」
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 2017年の越境ECを通じた我が国の食品の輸出に関する市場規模は1,574億円となりました。また品
目別の推定市場規模は次に示す図２の通りです。

 地域別の市場規模では、アジア大洋州が1,299.8億円と、全世界の市場規模の82%を占めます。こ
れは、中国が占める比率が非常に高いことに起因しています。中国の消費者に向けた我が国からの越境
ECによる食品の輸出は、約1,200億円と推計されます。よって地域毎に分割するとアジア大洋州の市
場規模の比率が高い結果となっています。（図３）

図２：品目別の市場規模の金額（単位：億円）とその比率

① 越境ECを通じた我が国の食品の輸出に関する市場規模

図３：地域別の市場規模（単位：億円）

 越境ECでの取り扱いやすさを決定づける要素としては、①重量の軽重、②体積の大小、③温度/鮮度
管理の必要性の有無、④賞味期限の長短 という４要素が挙げられます。

② 越境EC販売に適する商品特性

引用：農林水産省調査委託事業

「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」
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① ビジネス戦略
「価格戦略」「為替変動リスク」「チャネル戦略」「マーケティング戦略」「体制」「収支」といったテーマが検討項目と
なります。これらは食品を含む全ての商品について及ぶ課題です。既にリアル店舗網で商品が相手国において流通
している場合、ECでの希望小売価格との一貫性、統一性の観点で苦慮するケースが見受けられます。知名度獲
得を目指してプロモーション費用を投じた結果、その費用に見合う収益の獲得が課題となったケースも見られます。

② 法律・制度・習慣・文化
特に食品に関して言えばシビアな課題テーマです。食品は人体に取り込まれるものであるため、健康被害の未然
防止を目的に法律・制度が厳格に制定されており、相手国側の厳しい認証制度に対応しなければならないケース
が多いです。万が一購入者の健康に被害を及ぼす結果となった場合、その対応もまた重要な課題となります。大
半の国では、食品では具体的な成分について明記した専用のラベルを商品自体に貼付しなければならないことも
あり、各国の言語に合わせてラベルを作成し貼付する作業も事業者には負荷がかかります。

③ 物流
物流視点での直送モデル／一般貿易モデルの選択も重要な検討要素である。食品の場合、たとえ常温での輸
送であっても品質維持・破損対策には細心の注意が求められるため、物流事業者の品質が問われます。リードタイ
ムの短縮化も賞味期限との兼ね合いから、商品提供者や販売事業者の関心が強いです。また、食品では先述の
通り重量や体積に対する輸送コストも、費用対効果が問われる物流面での課題です。

④ 税関
ECを通じて商品を販売する事業者は予め販売不可能な商品を取り扱わないための対応が必須です。また、税
関の対応でEC関係の事業者や物流事業者からよく耳にすることとして、通関の職員によって対応にバラつきがあり、
適応関税の金額に時折相違がある点が挙げられます。これはEC関係の事業者や物流事業では解決しづらい課
題です。食品には多くの種類が存在しており、その結果HSコードも多岐に亘っています。よって、適応関税の相違
は、食品の通関において発生しやすい事態である可能性が想定されます。

⑤ 決済
相手国側のEC事業者のサイトで商品を販売する場合には、当該ECサイトが提供する決済方法に委ねることが
出来ますが、日本側で受注する直送モデルの場合、多彩な決済手段を提供出来ることが望ましいです。また、決
済において悩ましい課題はクレジットカードの不正利用への対策でしょう。

③ 越境EC事業推進にかかるビジネス戦略上の課題・留意点

引用：農林水産省調査委託事業

「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」



各国のEC事情
日本、中国、香港、台湾において、日本産食品の取り扱い実績のある一部の越境ＥＣ情報をまとめました。
越境ＥＣ利用を検討される際の参考にしてください。 （※2018年３月時点）

本日

Rakuten global

・ 2013年、日本の水産物や果物を香港へ直送する期間限定キャンペーン「品食日本」を開始。
・ 生鮮食品を新鮮な状態のまま保冷輸送する国際間小口保冷輸送を活用し、香港の消費者向けに日本の楽天市場

店舗が取り扱う海産物や果物の海外販売を行っている。
【ＵＲＬ】 https://www.rakuten.co.jp/

ワンドゥ

豌豆公主

・ 中国の20～30代の富裕層女性をターゲットに、食品・日用品だけでなく、ファッション・美容品等の日本食品を扱う
越境ＥＣアプリ。

・ 2015年8月のリリース以降、ユーザー数は80万、1日の最高注文数は5,000件を突破し、日本企業10社以上の中国
における独占販売代理権を有する。

・ 2015年11月には、中国大手ECプラットフォーム「京東」や「美麗説HIGO」と戦略的業務提携を締結した。
【ＵＲＬ】 https://www.inagora.com/service/wandou/

Oisix
・ 「Oisix香港」は、2009年から香港在住者向けサイトとして販売を開始した。
・ 2013年6月には、「ヤフー香港スーパーマート」内に「Oisix香港」をオープン。野菜セット等を販売している。

【ＵＲＬ】 http://hk.oisix.com/

WASHOKU 
Treasure

・ 日本産食材を専門に取り扱う越境ECサイト。海外の食品関連企業（レストランシェフ、バイヤー、ディストリビューター
など）を対象としたサンプル輸出・小ロットからテストマーケティングが可能。輸出拡大チームの商品も掲載。

【ＵＲＬ】 https://www.washokutreasure.com/

EverythingFrom.JP

・ 2017年5月開始。食品だけではなく、ファッション雑貨やコスメ、工芸品など幅広い商品を展開。台湾・香港などの
アジアを中心にプロモーションを展開。利用者についても、30代～40代女性が多く、販売国は中国・台湾・香港がメイン。
輸出拡大チームの取組に賛同。掲載などで応援してくれている。

【ＵＲＬ】 https://www.everythingfrom.jp/language/ja

Tmall Global

・ Taobao mall（淘宝商城）のBtoC サイトが独立してできた。
・ 出店に際しては法人格が必要となる。また、中国の小売営業ライセンスの取得を義務付けられるだけでなく、各商品の

登録には、当該商品の商標登録や販売ライセンスの提示が求められる等、百貨店同様の厳格な出品管理が行われて
いる。

・ Taobaoでは不要だった販売手数料や保証金も必要となる。その結果、消費者にとっては高額商品であっても、安心して
取引できるプラットフォームに成長してきている。

・ アクティブユーザー数は、6,500万人を誇る（2016年5月時点）。
【ＵＲＬ】 https://www.tmall.hk/ 【日本法人】 無し

JD Woerlwide

・ 中国のEC大手である京東商城が運営するECサイト「JD.com」は直販だけでなく、ECモール機能も提供している。
・ 2016年3月末現在のアクティブユーザー数は1億6,900万人。電子機器や家電等の取扱高が流通総額の半分を占める。
・ JD（京東）はアリババの最大のライバルである騰訊HD（テンセント）が後ろ盾となり、4億人以上の利用者がいるモバイル

向けチャットアプリ「微信（ウィーチャット）」を武器に、JDサイトへの誘客に力を入れている。
【ＵＲＬ】 https://www.jd.hk/ 【日本法人】 無し

Vipshop

・ 2008 年に中国・広東省広州市で設立され、フラッシュセールスという特徴のあるビジネスモデルで急速に成長。
・ 2014年9月には越境EC事業を開始。商品仕入先として台北、香港、ロンドン、ミラノ、パリ、ニューヨーク、ロサンゼルス、

シドニー、ソウル、東京に拠点を築いている。
【ＵＲＬ】 https://www.vip.com/ 【日本法人】 有り （日本法人VIPSHOP日本株式会社 ※会社ページ無し）

YHD
・ 2008年に設立、2015年にウォルマート傘下に入ったネットスーパー大手。
・ 2016年には、EC大手のJDに買収された。

【ＵＲＬ】 https://www.yhd.com/ 【日本法人】無し

Hktvmall

・ 2015年2月に開設した香港最大の通販サイト。
・ 「サイトで取り扱っている商品数は約135,000アイテム以上。
・ 2015年10月には、日本の有機・低農薬野菜と無添加食品等の宅配サービスを展開するらでぃっしゅぼーや株式会社が

野菜と果物のセット商品の販売を開始。
・ 2017年8月には、JA全農とABCクッキングスタジオが選んだ日本食材の販売を開始。

【ＵＲＬ】 https://www.hktvmall.com/ 【日本法人】無し

PChomeOnline
・ 台湾インターネット最大手のショッピングサイト。
・ 24時間以内の配送が可能

【ＵＲＬ】 http://mall.pchome.com.tw/ 【日本法人】無し

国中

港香

湾台
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コラム

引用：農林水産省調査委託事業「平成29年度日本からの電子商取引(EC)を用いた農林水産物・食品の輸出に関する調査」
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・ 輸出拡大チームは、昨年1月より 各国・地域の具体的な日本産農林水産物・食品に対する生のニーズ
情報を吸い上げ、日本国内の供給可能な事業者（輸出意欲者）等に繋げて、輸出案件の組成を図る
ことを目的とした、農林水産省食料産業局の職員を主体に構成された組織です。
・ 都道府県担当約50名（１県１人程度）、国・地域担当約65名（21ヵ国・地域に各３人程度）、
地域商社担当４名、内外ボランチ担当約15名の合計約120名超で構成。それぞれ、都道府県担当は
国内の輸出意欲者から、国・地域担当は海外の輸入意欲者（海外バイヤー）から、地域商社担当は日
本国内にいる地域商社から、輸出に関わる有益な情報を収集します。内外ボランチ担当は、今年度より新
設され、国内外のニーズマッチングに関する潤滑油として活動し、各案件のフォロー等を行います。
・ 食料産業局の局長以下幹部で構成する「都道府県ブロック長会議」において、輸出拡大チーム全体の目
標と、目標達成のための計画や方策について策定。その進捗について定期的にフォローアップすることを通し
て、海外マーケットニーズに合わせた商品開発による規模の大きなインパクトある輸出の拡大につなげるととも
に、国内外の輸出関係事業者の取組の迅速、的確なサポートの実施を目指します。

（３）輸出拡大チームについて
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商品の紹介ページ、利用シーンや商品の特徴、
写真など、自社の商品をアピールできるシートを
作成。

事業者情報、製造工程、品質管理情報など、
バイヤーや輸出商社とのスムーズな商談ができる
ようなシートを作成しましょう。

出展企業紹介欄は思いを込めて。
特にメッセージ欄に力を入れましょう。社長、会
社からのメッセージは、インポーターへの強いアピー
ルポイントになります。

チャートなどで分かりやすく。
「百聞は一見に如かず」の言葉のように、どのよ
うな行程か、丁寧に商品を作っている現場を載
せましょう。

きっちり、がっちり。
品質管理のために行っている衛生管理、危機
管理体制は、トラブルがあった時の企業力が測ら
れます。

裏面

表面

もれなく、見やすく。
空白がなく、文字のサイズも枠のサイズに合わ
せて見やすく示しましょう。
良くある間違いは、ケースサイズ！

買い手に商品のイメージを。
どの客層を狙うか、どの食文化に合わせて行く
か、どの国に出したいか入力しましょう。
香り、味覚を伝え、読み手にイメージを与えま
しょう。

おいしそう！食べてみたい！
商品パッケージも商品と一緒に入れ、大きさの
分かる工夫や、利用シーンを演出しましょう。
ラベルは広げた状態で読みやすく、アレルギー
欄はチェック漏れの無いようにしましょう。

コラム

輸出商品紹介シートを使ったマッチング
輸出拡大チームでは、生産者、事業者と輸入バイヤー、輸出商社などとを結び付けるツールとして「輸出商品紹介
シート」を使用します。記入項目には、輸出したい商品、事業者情報、品質管理情報などがあります。以下、書き方
のポイントを載せましたのでご参考にしてください。
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日本食品海外プロモーションセンター
農林水産物・食品のブランディングやプロモーション等の取組を強化するため、農林水産物・食品の輸出促進にミッ
ションを特化した新たな輸出サポート機関として、平成29年４月１日に「日本食品海外プロモーションセンター」
（略称：JFOODO（ジェイフードー））を新設しました。

コラム

伊藤忠商事株式会社特別理事/日本貿易会会長
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輸出成功に向けたチェックリスト
～商流構築手法の選択編～

（１）自社の輸出プランを踏まえ、商流構築手法として下記２つの中から、
どちらの手法が自社に合っているかをよく考察したうえで、選択済である。

①直接輸出
②間接輸出

YES NO

（NOと回答された方は、P42ページへ）

（２）輸出拡大チームの存在を認識し、コンタクトを取ってみた。

YES NO

（NOと回答された方は、P49ページへ）

（３）今後、共に輸出に取り組むパートナーを下記２つの中から、選択済である。

①海外バイヤー
②日系地域商社
③外資系地域商社

④その他（越境EC事業者等）

YES NO

（NOと回答された方は、P43ページへ）

（４）パートナーとどの機会・ツールを通じて出会うか選択済である。

①見本市（海外もしくは国内）
②輸出拡大チーム
③越境EC

YES        NO

（NOと回答された方は、P43ページへ）

（５）見本市出展に向けて事前にすべき準備や越境ECを活用する際の注意点
について確認済である。

YES NO

（NOと回答された方は、P43ページへ）
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3 輸出成功のためのカギ

ステップ３ 貿易実務

２ 売買契約

１ 信用調査

日本貿易保険：ＮＥＸＩ（2017年4月から政府100％出資の株式会社）
詳しくはホームページをご参照下さい。 ⇒ （http://www.nexi.go.jp/）

○ 見本市や商談会などで出会った海外バイヤーについて、今後一緒に輸出に向けて取り組むパートナーとして相
応しいかを判断する必要があります。 “信用調査”を行うことにより、企業の経営状況などからそのパートナー候
補の信用度が分かります。

○ 信用調査においては、少なくとも４C（①Character 誠実さ、経営力など、②Capital 資本・財力など、③
Capacity 生産力や営業力、人件費に耐えうる能力、④Conditions 輸出先国の政治・情勢など ）は把握
しておきましょう。この4C情報を入手するには、専門的に信用調査を行っている事業者に委託することをお勧めし
ます。

○ 尚、ステップ１で紹介した日本貿易保険（NEXI）は、相手方に信用リスクのカバーが可能かどうか格付を付け
ています。保険利用者が持っている信用調書の提出を受けて、格付をすることもできますが、ＮＥＸＩにて信用
調書を取得し、格付を付けることも可能です。その場合、ＮＥＸＩでは、格付結果は保険利用者に開示しま
すが、信用調書の内容は開示しません。中小企業基本法における中小企業であれば、8件まで無料で信用調
査を依頼し、格付けを付けることができます。この他にも輸出の際の債権保全策は存在します。信用調査に関
しても銀行、リース会社などの金融機関が取り扱っているケースもありますので、それぞれのメリット、デメリットを比
較し、選定して下さい。

○ 商談を経た後、それぞれの合意の元、売買契約を交わします。売れ残ったときの決済はどうするのか？、支払い
方法はどうするのか？、どのような梱包にするのか？いつ送るのか？、どれくらいの量を輸送するか？、いくらで売ら
れるのか？、など、様々なことをパートナーと契約を締結します。STEP1でも触れましたが、外国語対応に加えて
リーガル等の専門的な知識が必要となります。

自らコンテナを仕立てて、フォワーダーに通関、輸送を行ってもらう直接輸出に取り組む中で、発生する
事務手続（①信用調査 ⇒ ②売買契約 ⇒ ③書類手続き ⇒ ④通関手続き ⇒ ⑤搬送）のポイ
ントを見ていきましょう。

ステップ２「商流構築手法の選択」で、直接輸出を選択した場合、“貿易実務”を自社
で行わないと輸出には至りません。貿易実務とは、直接輸出を行う際の各手続きを行う
こと。輸出先国、積込港、パートナー等により、貿易手続が細かく異なる面がありますが、
コミュニケーションをとり、迅速、的確に対応することが重要です！

JETROは売貿易投資相談に関するサポートを行っています。詳しくは貿易・投資相談窓口までお
問い合わせください。 ⇒ （https://www.jetro.go.jp/services/advice.html）

http://www.nexi.go.jp/
https://www.jetro.go.jp/services/advice.html
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○ 商品の輸出予定日が決まりましたら、輸出に向けて書類の準備に取りかかりましょう。ここでは、基本となる船積
依頼書、インボイス、原産地証明書、パッキングリストの4種類について解説します。これらの書類は、通関手続
きで必要となる、船荷証券（Bill of Loading）、または航空運送状（Air Waybill）を作成するための情
報が含まれています。
 船積依頼書（Shipping Instruction）：輸出者がフォワーダーに船積みを依頼するための書類で
す。こちらは決まった書式はありませんが、輸出者、輸入者、船会社、予約日、船積み港、荷揚げ港など、
詳細な情報を記載します。書き方が分からない場合は、書き方のサンプルをHPに掲載しているフォワー
ダーがいるので、それを参考にし、不明な点はフォワーダーに確認しましょう。

 インボイス（Invoice）：税関への申告、検査などで使用されるもので、こちらの情報が船荷証券、航
空運送状の元の情報になります。

 原産地証明書（Certificate of Origin）：こちらの証明書は必須ではありませんが、必要となる商
品をその国に輸出する場合、特定の国・地域において生産されたことを証明する書類になります。この原
産地証明書で産地を明らかにすることにより、STEP1にある「規制」に関わらない地域で生産したことを示
すツールとなります。日本では商工会議所が発給機関となります。

 パッキングリスト（Packing List）：P/Ｌとも略されることもありますが、記載内容は、梱包状態、個数、
重量等が記載されます。

３ 書類手続き

４ 通関手続き

○ 商品を輸出する際は、税関へ対して輸出申告を行い、輸出許可を得る必要があります。輸出許可申請、通
関業務には、専門的な知識が必要となりますが、フォワーダーへ依頼する事で輸出に係る手続きを大幅に軽減
することができます。

５ 搬送

○ 輸出許可を得たらフォワーダーによって、船積依頼書、インボイス、パッキングリスト、その他必要な書類とともに、
輸出許可貨物を積込港に搬送します。

フォワーダー企業や保険会社など、貿易業務を多方面からサポートする企業の情報を提供して
います。詳しくはJETRO農林水産物・食品輸出協力企業リストをご参照ください ⇒
（https://www.jetro.go.jp/industry/foods/trading_company_list.html）

コラム

より詳細な貿易実務の情報について
契約を締結したのち、契約に基づいて、船積み期限に間に合うように輸出に必要な書類作成・各種の申請手
続きを行わなければいけません。必要な書類等は、商品（品目）や輸出先国によって求められるものが変わり
ます。詳細な手続きについては、JETROのホームページをご覧ください。
（https://www.jetro.go.jp/world/japan/qa/export.html）

https://www.jetro.go.jp/industry/foods/trading_company_list.html
https://www.jetro.go.jp/world/japan/qa/export.html
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都道
府県

輸出者 商流を繋
げた者

輸入者 品目 輸出先
国

関係先 概要

宮崎 メーカー ホテル 養殖

キャビ
ア

香港 水産庁
経産省

事業者から県担当に申請手続き迅速化の
依頼があり、輸出課・水産庁・経産省の三
者で調整。従来約１ヶ月を要した処理期間
を約２週間に短縮することができ、輸出が
実現。

福島 JA 小売 梨 ベトナム ＪＥＴＲＯ
東北農政局
福島県庁

ジェトロ福島から梨園が生産園地の登録を
していないため、サンプル調査ができない
と本省へ相談があった。県担当は、登録方
法をジェトロ福島に返答。福島県は生産者
に対して梨の輸出の取組方法、課題、スケ
ジュール感の説明、東北農政局は園地登
録の相談に応じ、幸水の園地登録が完了
し、輸出が実現。

群馬 メーカー 地域輸
出商社

小売 こん
にゃく

麺

米国 ― こんにゃく製品を製造・販売している加工食
品メーカーが、地域商社担当が地域商社と
のマッチング後、ニーズのある即席で食べ
られるこんにゃく麺を開発し、米国向け輸
出が実現。

北海
道

メーカー 地域輸
出商社

百貨店 清涼飲
料水

香港 農政事務所 北海道農政事務所が開催した「輸出セミ
ナー」に北海道飲料メーカーが参加、新た
に輸出事業の取組を希望していた飲料メー
カーの道内限定商品を、道内地域商社に
繋ぎ、香港への輸出が実現。

大阪 JA 輸出事
業組合

ホテル、
カジノ

デラ
ウェア

マカオ 大阪府庁
近畿農政局

大阪府は輸出実績の無いデラウェアの輸
出について近畿農政局に相談、農政局か
ら報告を受けた大阪担当はＪＡと輸出協同
組合とのマッチングを行い、マカオのホテ
ル向けに輸出。カジノのＶＩＰルームにウエ
ルカムフルーツ等として取り扱われている。

岐阜 メーカー 地域輸
出商社

百貨店 富有柿 タイ 東海農政局 岐阜県担当がFOODEX JAPAN 2017に参加

して出会った、富有柿を生産している出展
者を、東海農政局と繋がりのあった愛知県
の地域商社に繋ぎ、輸出が実現。

岐阜 生産者 輸入商 外食 冷凍鮎 ベトナム 岐阜県庁 岐阜県知事のベトナムにおけるトップセー
ルスの売り込みで一定の評価をもらい、国
担当が出張時に、現地冷凍物流倉庫から
インポーターを紹介してもらって輸出が実
現。

輸出拡大チームの成約案件一覧
2017年1月から2018年3月までの、輸出拡大チームの活動による成約案件は事業者の重複を含めて

18件あります。輸出者、輸入者のビジネスマッチングから、関係先を含めながら成約に至った経緯、どのような
ポイントがあったか、下記の事例から見てみましょう。

具体的輸出の取組4

ー 輸出拡大チームを活用頂いた事例から ー
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都道
府県

輸出者
商流を繋
いだ者

輸入者 品目 輸出先国 関係先 概要

兵庫 メーカー 地域輸
出商社

小売、
ホテル、

外食

黒豆、
枝豆

アメリカ
サイパン

（展示会） 地域商社担当は、事業者と地域商社Ａをマッ
チングし、地域商社Ａの客先である米スー
パーマーケットで、黒豆商品の輸出が決定。
また平行して、輸出EXPOへ出展していた事

業者は地域商社Ｂとの商談も行い、サイパン
向けに冷凍枝豆の輸出が決定。

兵庫 メーカー 地域輸出
商社

小売
（ネット
会員向

け）

日本酒 台湾

シンガ
ポール

― 酒類を中心に取り扱う地域商社が、海外市
場において競争が激化している日本酒市場
で差別化を図る観点から、生酒を探してお
り、県担当が生酒を製造している事業者を紹
介し、シンガポール・台湾のインターネット会
員消費者向けに輸出が実現。

愛知 JA 地域輸出
商社

百貨店 梨 タイ 東海農政
局

県内地域商社が梨を探しているとの相談を
受けた県担当が豊田市の特産品であるジャ
ンボ梨を愛知県の東海農政局と繋がりのあ
る地域商社を紹介し、タイ・バンコクへの輸
出が実現。

鹿児
島

メーカー 輸入商 小売 水 台湾 ― 事業者から初めて海外輸出に挑むとの情報
を得た台湾担当と鹿児島県担当が輸出ス
キーム、商談先等についてサポート。自社EC
サイトや大手小売の客先を持つ現地イン
ポーターと成約し、輸出が実現。

千葉 メーカー 輸入商 外食（レ
ストラン）

発泡濁
酒

香港 ― 香港担当が初輸出に挑む酒蔵を、香港ディ
ストリビューターに紹介。マーケットの情報に
合わせて、瓶やラベルなど商品開発を行い、
輸出が実現。現在の取扱先は香港ディストリ
ビューターの自社レストラン等だが、更なる
客先拡大を図る。

兵庫 農業法人 輸入商 小売、外
食（レス
トラン）、
ホテル

野菜 香港 兵庫県庁 香港輸入業者が野菜の輸入を希望している
との情報を、香港担当が兵庫県庁より情報
入手。その後、生産者のほ場視察、サンプ
ル輸出を経て、香港への本輸出が実現。

奈良 メーカー 地域輸出
商社

EC リ
キュー

ル

中国 ― 地域商社からの指名を受けて、県担当が事
業者とマッチング。中国向け輸出について、
過去にトラブルがあったため見合わせていた
事業者であったが、農水省の紹介ということ
で、商談が実現し、実際の輸出に結びつい
た。

兵庫 メーカー 地域輸出
商社

純米酒 中国 ― アジア地域（中国）への輸出を希望していた
事業者を、県担当が地域商社チームに紹
介。その後「純米酒」の要望があった地域商
社とのマッチングをし、商談・輸出が実現。

滋賀 メーカー 地域輸出
商社

純米酒 中国 ― 輸出先の新規開拓を希望していた酒蔵を、
県担当が地域商社チームに紹介。その後
「純米酒」の要望があった地域商社とのマッ
チングをし、中国への輸出が実現。
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５ 各種相談窓口

輸出相談窓口 ーＪＥＴＲＯ×農水省ー

JETROと農林水産省は、無料でご利用いただける農林水産物・食品の輸出相談窓口を全国各地に設けて
います。輸出についてのさまざまなお問い合わせ・ご相談に、是非ご活用ください。



香 港  在香港日本国総領事館 +852-2522-1184 t00661@mofa.go.jp

 ジェトロ・香港事務所
+852-2501-7231
+852-2501-7224

HKG@jetro.go.jp

台 湾
 公益財団法人日本台湾交流協会
 台北事務所

+886-2-2713-0826 jfood.info-k1@tp.koryu.or.jp

韓 国  在韓国日本国大使館 +82-2-2170-5235 kigyoshien-korea@so.mofa.go.jp

 ジェトロ・ソウル事務所
+82-2-399-5905
+82-2-3442-6082

KOS@jetro.go.jp

中 国  在中国日本国大使館 +86-10-8531-9800 keizai@pk.mofa.go.jp

 在上海日本国総領事館 +86-21-5257-4766
http://www.shanghai.cn.emb-
japan.go.jp/support/index.html

 在広州日本国総領事館 +86-20-8388-3009
http://www.guangzhou.cn.emb-
japan.go.jp/itpr_ja/keizai.html

 在重慶日本国総領事館 +86-23-6372-381 kigyoshien@cq.mofa.go.jp

 在瀋陽日本国総領事館 +86-24-2321-8956 kigyoshien@ya.mofa.go.jp

 在青島日本国総領事館 +86-532-8090-0001 kigyoshien@qd.mofa.go.jp

 在大連領事事務所 +86-411-8370-4077 kigyo@ya.mofa.go.jp

 ジェトロ・上海事務所 +86-21-6270-0489 PCS@jetro.go.jp

 ジェトロ・北京事務所 +86-10-6513-7077 PCB@jetro.go.jp

 ジェトロ・大連事務所 +86-411-8360-9418 PCD@jetro.go.jp

 ジェトロ・青島事務所 +86-532-8387-8909 PCQ@jetro.go.jp

 ジェトロ・広州事務所 +86-20-8752-0060 PCG@jetro.go.jp

 ジェトロ・武漢事務所 +86-27-5950-0707 PCW@jetro.go.jp

 ジェトロ・成都事務所 +86-28-8779-6693 PCC@jetro.go.jp

シンガポール  在シンガポール日本国大使館 +65-6235-8855 nihonkigyoushien@sn.mofa.go.jp

 ジェトロ・シンガポール事務所 +65-6221-8174 SPR@jetro.go.jp

マ レ ー シ ア  在マレーシア日本国大使館 +603-2177-2714 business@kl.mofa.go.jp

 ジェトロ・クアラルンプール事務所 +603-2171-6077 MAK@jetro.go.jp

ブ ル ネ イ  在ブルネイ日本国大使館 +673-2238052 kigyoushien@bw.mofa.go.jp

インドネシア  在インドネシア日本国大使館 +62-21-39839754 support-japan100@dj.mofa.go.jp

 ジェトロ・ジャカルタ事務所 +62-21-5200264 JKT@jetro.go.jp

タ イ  在タイ日本国大使館 +66-2207-8595 business-support@bg.mofa.go.jp

 ジェトロ・バンコク事務所 +66-2253-6441(Ext128) bgk-food@jetro.go.jp

ベ ト ナ ム  在ベトナム日本国大使館 +84-4-3846-3000 keizaihan-agri@ha.mofa.go.jp

 在ホーチミン日本国総領事館 +84-8-3933-3510 hcm-keizaikeikyo@hc.mofa.go.jp

 ジェトロ・ホーチミン事務所 +84-8-3821-9363 VHO@jetro.go.jp

 ジェトロ・ハノイ事務所
+84-4-3825-0630
+84-4-3846-3000

VHA@jetro.go.jp

ミ ャ ン マ ー  在ミャンマー日本国大使館 +95-1-549644～8 nihonkigyo-shien@yn.mofa.go.jp

 ジェトロ・ミャンマー事務所 +95-1-371787 MYY@jetro.go.jp

フ ィ リ ピ ン  在フィリピン日本国大使館 +63-2-551-5710 nikkeikigyo.phil@ma.mofa.go.jp

 ジェトロ・マニラ事務所 +63-2-892-4376 MLA@jetro.go.jp

イ ン ド  在インド日本国大使館 +91-11-4610-4610 jpemb-economic@nd.mofa.go.jp

 ジェトロ・ニューデリー事務所 +91-11-4168-3006 IND@jetro.go.jp

米 国  在米国日本国大使館
+1-202-238-6712
+1-202-238-6721

business-support@ws.mofa.go.jp

 在アトランタ日本国総領事館 +1-404-240-4300 keizai@aa.mofa.go.jp

 在サンフランシスコ日本国総領事館 +1-415-780-6000 economic@sr.mofa.go.jp

 在シアトル日本国総領事館 +1-206-682-9107 economy@se.mofa.go.jp

 在ポートランド領事事務所 +1-503-221-1811 keizaiportland@se.mofa.go.jp

 在シカゴ日本国総領事館 +1-312-280-0400 econ@cg.mofa.go.jp

 在デトロイト日本国総領事館 +1-313-567-0120 seikei@dt.mofa.go.jp

 在デンバー日本国総領事館 +1-303-534-1151 economics@de.mofa.jp

 在ナッシュビル日本国総領事館 +1-615-340-4300 economics@nv.mofa.go.jp

 在ニューヨーク日本国総領事館 +1-212-371-8222 business-support@ny.mofa.go.jp

 在ハガッニャ日本国総領事館 +1-671-646-1290 infocgj@ag.mofa.go.jp

 在ヒューストン日本国総領事館 +1-713-502-6900 info@ho.mofa.go.jp

 在ボストン日本国総領事館 +1-617-973-9772 business@bz.mofa.go.jp

 在ホノルル日本国総領事館 +1-808-543-3111 companysupport@hl.mofa.go.jp

 在マイアミ日本国総領事館 +1-305-530-9090 business-support@mi.mofa.go.jp

 在ロサンゼルス日本国総領事館 +1-213-617-6700 keizai@ls.mofa.go.jp

 ジェトロ・アトランタ事務所 +1-404-681-0600 ama-project@jetro.go.jp

 ジェトロ・サンフランシスコ事務所 +1-415-392-1333 sfc-marketing@jetro.go.jp

 ジェトロ・シカゴ事務所 +1-312-832-6000 CGO@jetro.go.jp

 ジェトロ・ニューヨーク事務所 +1-212-997-0439 nya-food@jetro.go.jp

 ジェトロ・ロサンゼルス事務所 +1-213-624-8855 lag-food@jetro.go.jp

カ ナ ダ  在カナダ日本国大使館 +1-613-241-8541 economic@ot.mofa.go.jp

 ジェトロ・トロント事務所
+1-416-861-0325
+1-416-861-0196

TOR@jetro.go.jp

ブ ラ ジ ル  在ブラジル日本国大使館 +55-61-3442-4215 zaibrazilnihonkigyou@bs.mofa.go.jp

 ジェトロ・サンパウロ事務所 +55-11-3141-0788 SAO@jetro.go.jp

チ リ  在チリ日本国大使館 +56-2-2232-1807 eco.japon@sg.mofa.go.jp

 ジェトロ・チリ事務所 +56-2-2203-3406 info.santiago@jetro.go.jp

豪 州  在豪州日本国大使館 +61-2-6272-7240 economics@cb.mofa.go.jp

 在シドニー日本国総領事館 +61-2-9250-1034 cgeco@sy.mofa.go.jp

 在パース日本国総領事館 +61-8-9480-1825 eco@pt.mofa.go.jp

 在ブリスベン日本国総領事館 +61-7-3221-5188 economic@bb.mofa.go.jp

 在メルボルン日本国総領事館 +61-3-9667-7816 jc-biz@mb.mofa.go.jp

 ジェトロ・シドニー事務所 +61-2-9002-6201 SYD@jetro.go.jp

輸出先国の規制や運用手続き等については、海外現地にもお問い合わせ頂けます！

Ｅ Ｕ  欧州連合日本政府代表部 +32-2ｰ500-7756 info@eu.mofa.go.jp

 ジェトロ・ブリュッセル事務所
+32-2-282-0506
+32-2-282-0508

BEB@jetro.go.jp

ド イ ツ  在ドイツ日本国大使館 +49-30-21094-0 japanese-info@bo.mofa.go.jp

 ジェトロ・ベルリン事務所 +49-30-2094-5560 info-bln@jetro.go.jp

英 国  在英国日本国大使館 +44-20-7465-6500 shokusangyo-support@ld.mofa.go.jp

 ジェトロ・ロンドン事務所 +44-20-7421-8327 agra_london@jetro.go.jp

フ ラ ン ス  在フランス日本国大使館 +33-1-4888-6236 food-promotion@ps.mofa.go.jp

 ジェトロ・パリ事務所
+33-1-4261-2922
+33-1-4261-2951

PRS@jetro.go.jp

イ タ リ ア  在イタリア日本国大使館 +39-06-488-5169 business-support@ro.mofa.go.jp

 ジェトロ・ミラノ事務所 +39-02-7211-791 mil-event@jetro.go.jp

ロ シ ア  在ロシア日本国大使館 +7-495-229-2579 kigyoshien@mw.mofa.go.jp

 在ウラジオストク日本国総領事館 +7-423-226-7502 jpconvl@vl.mofa.go.jp

 在サンクトペテルブルク日本国総領事館 +7-921-957-2345 keizai@px.mofa.go.jp

 在ハバロフスク日本国総領事館 +7-4212-413-044 consul@kh.mofa.go.jp

 在ユジノサハリンスク日本国総領事館 +7-4242-726-055 sakhalinjp1@ys.mofa.go.jp

 ジェトロ・モスクワ事務所 +7-495-580-7320 rsm-pj@jetro.go.jp

 ジェトロ・サンクトペテルブルク事務所 +7-812-318-0267 RSS@jetro.go.jp

中 東  在アラブ首長国連邦日本国大使館 +971-2-4435696 embjpn@ab.mofa.go.jp

 在ドバイ日本国総領事館 +971-4-3319191 kigyo-shien@du.mofa.go.jp

 ジェトロ・ドバイ事務所 +971-4-3880601 UAD@jetro.go.jp

エ ジ プ ト  在エジプト日本国大使館 +20-2-25285910 japan.foodbiz.egypt@ca.mofa.go.jp

 ジェトロ・カイロ事務所 +20-2-25741111 CAR@jetro.go.jp

アジア

中南米・大洋州

北米

欧州・中東・アメリカ

この体制についての問合せ先
外務省経済局官民連携推進室
農林水産省食料産業局輸出促進課

ジェトロ（日本貿易振興機構）
農林水産・食品部農林産品支援課

０３－５５０１－８３３６
０３－６７４４－７１５５

０３－３５８２－８３４８

農林水産品・食品輸出分野における課題解決のための現地体制
ー21の国・地域（約60都市）ー
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畜産物の輸出検疫相談窓口

植物の輸出検疫相談窓口

・ 輸出検疫についてご不明な点がございましたら、以下の植物防疫所にお問合せください。

・ 輸出検疫についてご不明な点がございましたら、以下の動物検疫所にお問合せください。

動物検疫所本所畜産物検疫課
Tel. 045-201-9478
Fax. 045-212-4623

北海道・東北支所検疫課
Tel. 0123-24-6080
Fax. 0123-24-6091

成田支所貨物検査課 Tel. 0476-32-6655
Fax. 0476-30-3012

羽田空港支所検疫課（貨物合同庁舎） Tel. 03-5757-9755
Fax. 03-5757-9760

中部空港支所検疫課（貨物合同庁舎） Tel. 0569-38-8579
Fax. 0569-38-8587

関西空港支所検疫第１課（貨物事務所） Tel. 072-455-1958
Fax. 072-455-1959

神戸支所検疫課
Tel. 078-222-8990
Fax. 078-222-8993

門司支所検疫第１課
Tel. 093-321-1116
Fax. 093-332-5858

沖縄支所検疫課
Tel. 098-861-4370
Fax. 098-862-0093

横浜植物防疫所業務部輸出検疫担当 Tel. 045-211-7155
Fax. 045-211-2171

名古屋植物防疫所輸出検疫担当 Tel. 052-651-0114
Fax. 052-651-0115

神戸植物防疫所業務部輸出検疫担当 Tel. 078-331-2384
Fax. 078-391-1757

門司植物防疫所輸出検疫担当 Tel. 093-280-4319
Fax. 093-321-0481

那覇植物防疫事務所輸出及び国内検疫担当 Tel. 098-868-1679
Fax. 098-861-5500



CIQ

〇 本サポートガイドについての全体的なご質問・お問合せについては以下の輸出拡大チー
ム事務局までご連絡ください。

農林水産省食料産業局輸出促進課・輸出拡大チーム事務局
・電話 ０３－６７４４－７１６９
・FAX ０３－６７３８－６４７５

〇 サポートガイド以外の輸出全般に関するお問い合わせは以下の輸出相談窓口までご
連絡ください。

農林水産省食料産業局輸出促進課・輸出相談窓口
・電話 ０３－６７４４－７１５５
・FAX ０３－６７３８－６４７５

※電話によるご質問・お問い合わせの受付日時
・受付日：月曜日～金曜日(祝祭日、年末年始を除く。）
・受付時間：９時３０分～１７時３０分
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